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1 序論 
1.1 背景 
ダブルスキン（以下、DSF）に代表される建築の高性能ファサードは、日射遮蔽性能と断熱
性を同時に実現できる高機能な外皮システムであり、ブラインドの自動制御によって、高度な
昼光照明も可能である。 
これらは、窓システムの一つとして考えられているが、見方を変えれば設備システムと同様
に省エネルギー性能を持つ一つのシステムとも考えられる。昨今、省エネルギー強化の社会
的流れの中で計画時の省エネ化だけでなく、その運用時の性能確認が求められるようになっ
てきているが、設備システムだけでなく建築外皮の省エネ手法についても同様である。しかし、
外皮にかかわるデザインは多様であり、竣工後の性能確認は難しい場合が多い。 
このような中で、最近では外皮の熱的性能に関する評価についていろいろな研究が行われ
るようになってきた。例えば、2014 年 7 月に独立行政法人 建築研究所から発表された「開口
部の日射熱取得性能および断熱性能の評価方法 [1]」は、省エネルギー基準の評価方法と
データを整備するために行われた研究であり、日射遮蔽部材を組み合わせた日射熱取得率
の精密な測定を行っており、外皮計画時の省エネ化に関する貴重な資料となっている。 
また、現場による日射熱取得率の測定法については、井上、一ノ瀬らによる研究 [2]があ
り、比較的小型な熱量計測箱を窓面に設置して計測を行い、DSF を含めた開口部の熱的性
能を実測により求める手法も開発されている。しかし、この手法は現場において手軽に計測で
きるものではなく研究者の関与が必須である。 
 
1.2 本論文の目的 
DSF のような建物ごとに仕様が異なる窓システムを現場レベルで簡易に測定する手法は今
までは無かった。この理由としては、このようなニーズに合致するような安価で取り扱いが容易
な計測機器が入手できなかったからである。 
本論文では、太陽光発電システムの性能評価に多く用いられている測定装置を用いて、現
場レベルで比較的容易に DSF の性能を把握する方法を提案する。ここで提案する方法を応
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用すれば、Low-E 複層ガラスなどの高性能ガラスを採用した建物で、日射遮蔽・断熱性能だ
けではなく、昼光照明としての質と量も、比較的簡易に現場計測で検証することができる。した
がって、今後の建築の省エネルギー化という面でも価値のある提案であると考えている。 
本論文では、オフィスビルなどの執務室を室内として想定している。このような執務空間では
温熱環境維持のためのファサードの熱的性能が重要になる。住宅など居住者が自由に室内
での位置を変えられる建築の場合には、窓周りの光・熱環境の変化に対して、室内での着座
位置や室間を移動することで変えることで、柔軟に対処できる。これに対して、オフィスビルや
学校など自席の位置が自由に変更できない場合、窓廻りの光・熱環境は、健康の維持や知的
生産性、学習効率に大きな影響が及ぼす。 
ちなみに年間空調負荷シミュレーションにおいて、オフィスビルのように建物の奥行きが深
く、内部発熱の大きな執務室面積に対して、外皮面積が小さなモデルでは、単層ガラスに設
定し、外皮の断熱性能を低くすると、中間期・冬期の熱貫流による内部発熱の見かけの除去
効果のために、高断熱のモデルよりも年間空調負荷が減少する場合がある。シミュレーション
では、ペリメータゾーンとインテリアゾーンを分けなれば、計算プロセス上、冬期のペリメータゾ
ーンの熱貫流による暖房負荷とインテリアゾーンの内部発熱による冷房負荷は、同時に相殺さ
れる。しかし、実際の室内空間では、ペリメータゾーンとインテリアゾーンの温度差で空気が対
流などで混合するまで時間がかかり、完全には均一にはならない。 
つまり住宅のように居住者がアダプティブな行動を取れ、内部発熱も低く奥行きも浅い建物
と、本論文で対象とするオフィスビルのように執務者の座席位置が固定され、窓からの奥行き
が深く、内部発熱も高い建物では、窓廻りの熱的快適性能についての要求度が本質的に異
なると言える。 
建築物省エネルギー法が施行され、一定規模以上の建物は建築確認申請上、年間省エネ
ルギー計算が必須となった。この省エネルギーシミュレーションのために、カーテン、内付ブラ
インド、外ブラインドなどについて、日射遮蔽性能が試験体の実測によって整備されている。 
もちろん、省エネルギーで合理的な設備設計のために、机上のシミュレーションモデルの計
算パラメータとして、日射遮蔽性能や熱貫流を実測し、統計データとして整備することは重要
である。しかしそれ以上に、建設後に実際の執務環境が、設計想定通りに実現できているかを
性能検証し、居住者・発注者にデータとして示すことが、現実のプロダクトとしての建築に求め
られている。このような視点から本論文の現場簡易計測法を立案した。 
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1.3 本論文の構成 
本論文は、研究の背景・現状分析、理論、実証実験、総括の４段階の構成とした。第２章か
ら第４章が研究の背景、現状分析であり、５章が提案する測定法の理論と方法、第６章と第７
章が測定法の実証実験、第８章が総括である。 
まず現場測定法が求められる背景として、第２章に建築の高性能外皮の種類と特長につい
て、要求性能と実際のファサードシステムについて述べる。第３章では、現状の問題分析の観
点から、既往の外皮性能の測定方法について、工業規格におけるガラス単体と窓システムの
性能測定方法、及び既往の現場測定方法について概観する。 
第４章では、本論文で着目した日射エネルギーの測定方法である太陽光分光放射照度に
ついて、太陽電池の評価における測定方法や基準となる分光スペクトル分布、測定用センサ
の種類等について説明する。 
第５章では、太陽光分光放射照度に実測に基づく日射熱取得率の簡易測定法について、
理論式を提示し、現場での測定プロセスについて詳述する。実際に実証実験に用いた分光
放射照度計の仕様に関して解説を行い、現場測定の機材に求められる要求仕様について考
察する。 
実証実験として第６章では、分光放射照度計の現場実測精度の検証のために行ったサン
プルガラスの測定結果について報告する。 
第７章では、実際の建物での試行について報告する。まず現場実測の対象としたダブルス
キンファサードの建物の概要について説明し、太陽光分光放射照度などの実測データとこれ
に基づく日射熱取得率の簡易測定法の結果について詳述する。 
第８章では、提案した日射熱取得率の簡易測定法について総括を行った。 
本論文の用語は、JIS R 3106 板ガラス類の透過率・反射率・放射率・日射熱取得率の試験
方法，JIS Z 8113 照明用語，JIS C 8960 太陽光発電用語に準じることとし、巻末に用語一覧
として、出典とともに記載した。 
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2 建築の高性能外皮の種類と特長 
2.1 建築外皮における日射遮蔽性能と断熱性能 
建築の外皮には、多様な性能が要求されている。これらの要求性能を概観するものとして、
日本建築学会の建築工事共通仕様書 JASS14 カーテンウォール工事（以下、JASS14） [3]
が参考になる。この仕様書では、性能評価項目として、表 2-1 の 13 項目が挙げられている。 
これらの項目のうち、居住の温熱環境に関わる性能は、 断熱性能・日射遮蔽性能として 10
番目に記載されている。 
JASS14 は、1985 年に制定され、1996 年、2012 年の二度の改訂を経て現在に至っている。
1996 年版では、温熱環境に関わる性能評価項目は、断熱性能のみであった。日射遮蔽性能
が追加されたのは 2012 年版からである。JASS14 において、日射遮蔽性能が評価項目になっ
たのは比較的最近であることがわかり、これは、エアフローウィンドウやダブルスキンなどの日
射遮蔽性能の高いカーテンウォールが普及したことが背景にあると考えられる。 
しかし、後述のように JIS 規格では、住宅向け窓システムの日射遮蔽性能の測定方法につ
いて規格化されているものの、非住宅用のカーテンウォールについてはまだ整備されていな
い。 
 
 
表 2-1 JASS14 カーテンウォール工事における性能評価項目 
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また、日射遮蔽性能が JASS14 に盛り込まれた背景には、地球温暖化対策として温室効果
ガスの排出量規制が京都議定書で定められて、業務用ビルの省エネルギー規制が強化され
たことや、ファサード全面をガラスカーテンウォールとしたような「ガラス建築」の建設がバブル
期から増加したためと考えられる。 
建築部材の具体的な仕様値として、断熱性能は熱貫流率、日射遮蔽性能は日射熱取得率
で規定される。各種板ガラスの熱貫流率と日射熱取得率の関係を図 2-1 に示す。 
開口部のガラスの熱貫流率については、断熱性能の低い透明単板ガラス 3mm の熱貫流
率 6W/㎡ K から、高い断熱性能を持つ Low-E 複層ガラス（高遮熱断熱）では 1.6W/㎡ [4]、
さらに最新の超高断熱真空ガラスの 0.65W/㎡ K [5]と大きな幅がある。図 2-1 の各種の板ガ
ラスは、熱貫流率 4.5～6 W/㎡ K のグループと 4 W/㎡ K 未満に分かれているが、前者は単
板ガラスのグループで、後者は複層ガラスのグループであり、空気層が熱貫流率の低減に非
常に効果的であることがよく判る。 
またガラス単体の日射熱取得率については、透明単板ガラス 3mm では 0.88（可視光透過
率約 90％）、可視光透過率約 50％でも Low-E 複層ガラス（高遮熱断熱）では 0.26 [4]の高性
能な製品がある。 
 
図 2-1 各種板ガラスの熱貫流率と日射熱取得率の関係 [6] 
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ガラスの透過率・反射率・吸収率の関係を図 2-2 に Low-E ガラスの分光特性のグラフを例
に示す。透過率・反射率・吸収率の合計値は 1 と定義されている。このグラフの左縦軸は 0～1
の昇順で透過率を示し、右縦軸は左縦軸とは逆に 0～1 の降順で反射率を示している。吸収
率は、1 から透過率と反射率の合計値を引いた値として示される。JIS R 3106:1998 「板ガラス
類の透過率・反射率・放射率・日射熱取得率の試験方法」においても、吸収率は直接測定す
ることが困難であるため、透過率と反射率の測定値から算出すると規定されている。 
日射透過率と日射熱取得率の関係を、図 2-3 に Low-E ガラスの分光特性のグラフを例に
示す。日射熱取得率は、室内側にガラスを透過した日射量に、ガラスに吸収され室内側に再
放熱される日射量を合計し、これを室外の照射日射量で除した値である。したがって、日射熱
取得率は吸収による再放熱分が日射透過率よりも大きくなるため、日射熱取得率＞日射透過
率となる。 
 
 
図 2-2 ガラスの透過率・反射率・吸収率の関係（日射取得型 Low-E ガラスの分光特性） [6] 
 
 
 
 
 
 
図 2-3 ガラスの日射透過率と日射熱取得率の関係（日射取得型 Low-E 複層ガラスの例） [6] 
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2.2 外部遮蔽型窓システムの類型 
ガラスの波長による選択透過性は、一般に温室効果として知られている。ガラスを可視光や
近赤外線として通過した日射エネルギーが室内の物体に吸収され、再放射されると、遠赤外
線はガラスを透過しないため、日射エネルギーは室内側に蓄積される。 
このため、ブラインド等の日射遮蔽物を室内側に設けた場合には、ブラインドに吸収された
日射エネルギーは室外側に放出されないため、日射熱取得率の低減効果が低い。 
日射遮蔽の高性能化を目的とした外部遮蔽型窓システムでは、ブラインド等の日射遮蔽物
をガラスの室外側に設けることで、日射熱取得率を効果的に低減させることができる。外部遮
蔽型窓システムは、日射遮蔽物の保護のための外部ガラスの有無や、この外部ガラスと室内
側ガラス間の空間（以下、キャビティ）の換気の有無やその方式で、表 2-2 のように類型化され
る。 
 
表 2-2  外部遮蔽型窓システムの類型 
 
 
外ブラインドは、日本では古くから「すだれ」として夏の西日の遮蔽として使われてきた。ドイ
ツやスイスでは、非住宅用にも普及している [7]。 
日本でカーテンウォールに外ブラインドが採用されない理由は、耐風圧や耐久性の問題に
あった。台風などの強風や豪雨にさらされることが多く、多湿な気候の日本では、ヨーロッパか
ら輸入された外ブラインドの製品の制御機構などに故障が頻発し、使用中止となる例もあっ
た。 
図 2-4 は 2003 年に竣工した日建設計東京ビルで、筆者らが開発した日本の中層ビル向け
の外ブラインドの例である。アルミ押し出し成型による中空材を使った強固なスラットを開発し、
風速 25m/秒まで常用可能な耐風性能を確保した。可動部分は堅牢性・耐久性を考慮し、チ
種類 外部ガラス 換気
外ブラインド 無し 無し
ブラインド内蔵二重サッシ 有り 無し
ダブルスキン 有り 外気導入+自然換気
エアフローウィンドウ 有り 室内空気+機械排気
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ェーン駆動を採用した。さらに通常のブラインドのように巻き上げて収納する方式ではなく、巻
き下げて収納する方式とし、モータや制御部を室内のペリカウンターから容易に保守できるよ
うに工夫した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
ブラインド内蔵二重サッシは、スウェーデンで開発された窓システムで、日本には 1964 年に
スイス・インデックス社から導入され、エルミン窓の製品名で普及した [8]。二重ガラスの間の
約 70mm の密閉された空気層にブラインドを内蔵しており、ブラインドは紐で手動操作する。
また、二重ガラスは竪軸や横軸で開閉できる [9]。北欧で開発された経緯からすると、高断熱
のために二重ガラス化したサッシに、内開き窓の開閉に支障のあるブラインドを内蔵したシス
テムと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
ダブルスキンは、高層建築に多い単層型ダブルスキンと、低層建築に多い多層型ダブルス
キンに分けられる。 
図 2-4 外ブラインド（日建設計東京ビル） 
図 2-5 ブラインド内蔵二重サッシ（エルミン窓） [9] 
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高層建築では、地上高が高いほど風速が高くなるため、強度や保守を考えると外ブラインド
を設置することが困難になる。高層建築のダブルスキンは、この対策として外ブラインドの外部
に、ブラインド保護用のガラスを設けた窓システムと捉えることができる。海外では、コメルツバ
ンク [10]や RWE タワー [11]のようにブラインドを内蔵したキャビティが常時開放され、換気状
態としている例もあるが、日本では遠隔で開閉できるダンパを外部ガラスの開口部に設置し、
冬期にはキャビティを密閉し断熱性能を向上できる例がほとんどである（図 2-7）。高層建築の
ダブルスキンで単層型とする理由として、火災の際に下階のプルームで上階に延焼しないこと
も挙げられる。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
低層建築に多い多層型ダブルスキンは、寒冷地のパッシブソーラーハウスで使われるウィン
ターガーデンと呼ばれる温室が起源であると考えている。ウィンターガーデンは、居室の外部
図 2-6 ダブルスキンの例 RWE タワー [11] 
外部 内部
ガラス芯
ガラス芯(19mm)
FL
メンテ用パネル（取り外し式）
電動ブラインド
  
　　シール
図 2-7 ダブルスキン外気導入部の自動制御電動ダンパの例 
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にガラス温室を設け、この温室を集熱装置と断熱空間とするシステムである。次節にこのガラス
温室の歴史について補足する。ウィンターガーデンの発展型のダブルスキンは、冬期の温室
効果維持と夏期の過熱防止のために、キャビティ内の換気用の開閉機構を設けている。 
さらにウィンターガーデンの発展型として、図 2-8 のように家屋全体を二重の外壁で覆うダ
ブルエンベロープという形式もある。 
 
 
 
 
 
 
 
エアフローウィンドウは、換気の余剰排気の熱エネルギーを積極的に、窓の断熱や日射遮
蔽に利用するシステムである。エアフローウィンドウの成り立ちはダブルスキンと異なり、外部の
ガラスとその内ブラインドの室内側に通気効率と日射遮蔽効果を高めるガラスを付加した窓シ
ステムと考えられる。簡易エアフローウィンドウと呼ばれるキャビティを構成する室内側のガラス
を省略し、ブラインド周囲の給排気で熱除去を図るシステムもあるが、ここでは外部遮蔽窓シス
テムには含めない。エアフローウィンドウでもブラインドの室内側にガラスがあるため、外ブライ
ンドやダブルスキンと同様に、ブラインドからの再放射を効果的に遮蔽することができる。 
 
 
 
 
 
 
  
図 2-8 ダブルエンベロープハウスの例 [41] 
図 2-9 エアフローウィンドウの例 [44] 
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2.3 ダブルスキンの起源としてのガラス温室の歴史 
ダブルスキンの起源として、ガラスを用いた環境調整技術の歴史を表 2-3 にまとめた。 
ガラス温室の利用を概観すると、16 世紀ヨーロッパの農業用の柑橘類の栽培に始まり、観
葉植物用に貴族の城館に展開され、大航海時代を経て 19 世紀になると植民地の植物を資
源として収集研究する大型ガラス温室になり、これが富裕層の住宅にも付属屋として普及して
いったという流れになる。 
リモナイア（Limonaia）と呼ばれる 16 世紀のイタリア北部における柑橘類の冬期栽培用のレ
モン温室がガラスを用いた温室の始まりとされている [12]。リモナイアを利用した農作物として
の柑橘類の栽培は、観葉植物として貴族の Villa にも展開されていく。 
オランジェリー（Orangery）は、フランスやドイツなど中欧の王侯貴族の宮殿や城館に、17 世
紀頃から設けられた園芸用の温室で、権力や富の象徴として柑橘類などを栽培するために建
設された。1686 年にベルサイユ宮殿に設けられたオランジェリーはこれらを代表するものであ
る。ガラスを嵌めた壁面から日射を取り込むようにファサードが南面となっていることが、オラン
ジェリーに共通している。ベルサイユ宮殿のオランジェリーは今でも植物栽培用として機能して
おり、大型の植木箱に植えられた柑橘類などの樹木が、冬期にはオランジェリー内に運び込ま
れる（図 2-10） [13]。 
19 世紀ヴィクトリア朝の時代になると、キュー王立植物園のパーム・ハウス（図 2-11）に代表
される大型全面ガラス温室（Conservatory）の建設が始まる。1948 年に竣工したパーム・ハウス
大英帝国の世界各地の植民地から収集した資源植物を研究するために建設された。パーム
ツリーは熱帯・亜熱帯の植物の象徴であり、植民地を背景とした富のアイコンとされた。オラン
ジェリーは南面のファサードであったが、大型全面ガラス温室では壁・天井までガラスで構成
できるようになったため、日射熱を最大限取り込むために、ファサードを西南西・東北東とし、
建物の長軸をほぼ南北方向とする配置計画となった。大型全面ガラス温室の技術的背景に
は、産業革命がある。クラウン法に代わって、円筒法による比較的大型のガラスが製造できる
ようになったことと、鋳鉄製の梁・柱によるプレファブ構法が採用できるようになったことである。
この植物のための大型全面ガラス温室は、1851 年に竣工した水晶宮（The Crystal Palace 図 
2-12）として、ロンドン万国博覧会のための大型ガラス建築へと展開され、市民へのガラス温室
建築の認知度が急速に高まっていく。ヴィクトリア朝の時代に富裕層の住宅にコンサバトリーと
して、ガラス温室の付属屋を設け、熱帯植物栽培の趣味の空間と応接室や居間の延長を兼ね
る空間として流行した。このガラスの付属屋が、建物の暖房装置としても機能することが判り、
ウィンターガーデンと呼ばれる、主屋のダブルスキンとして積極的に採用されるようになったよ
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うである [11]。住宅にコンサバトリーやウィンターガーデンが普及するようになった背景には、
産業革命によるガラスの工業生産とともに、1850 年のイギリスにおけるガラス物品税低減も上
げられる。 
居住環境のためのガラス建築は、ヴィクトリア朝の邸宅のコンサバトリーを起源とし、これがパ
ッシブソーラーハウスのウィンターガーデンになり、大型建築のカーテンウォールのダブルスキ
ンにまで発展したと考えられる。 
 
 
 
 
 
図 2-10 ベルサイユ宮殿のオランジェリー [13] 
 
 
 
 
 
図 2-11 キュー王立植物園 パーム・ハウス 
 
 
 
 
 
 
図 2-12 水晶宮 The Crystal Palace  
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表 2-3 ガラス温室の歴史 
 
 
 
  
時代 種別・類型　 建物例 竣工年代 国・地域 エネルギー 用途・特徴 ガラス製法
16世紀～
リモナイア（レ
モンハウス）
Limonaia
lemon-
greenhouse
ガルダ湖畔のリモナイア イタリア 熱・光
農業を目的にした柑橘類の栽培
用
貴族のVillaにも展開された
クラウン法
16～18
世紀
オランジェリー
orangery
ベルサイユ宮殿のオランジュリー 1686年
フランス
熱・光
権力・富を誇示することを目的
に宮殿や城館に設けられた園芸
用温室
柑橘類などの寒さに弱い植物の
越冬施設
クラウン法
（ド・ヌーの鋳造法
1688年）
大型全面
ガラス温室
 Conservatory
チャッツワスの大温室
（Great Conservatory）
1840年
イギリス
チャッツ
ワス
熱・光
植民地の資源植物の収集・研究
デヴォンシャー公爵のウィリア
ム・ジョージ・キャベンディッ
シュのためにパクストンが建設
手吹円筒法
大型全面
ガラス温室
 Conservatory
キュー王立植物園
パーム・ハウス（Palm House）
1848年
イギリス
ロンドン
熱・光
植民地の資源植物の収集・研究
パームツリーは熱帯・亜熱帯の
植物の象徴
ファサードは、西南西・東北東
で、長軸はほぼ南北方向
手吹円筒法
1850年
1851年
イギリス
ロンドン 光
ロンドン万国博覧会の会場
1851年5月1日～10月15日
設計パクストン　長さ約
563m、幅約124m
ガラス製造　チャンス兄弟
手吹円筒法
1854年
シドナム
に移設
光
1854～1909年　 ウィンター・
ガーデン、コンサート・ホー
ル、植物園、博物館、美術館、
催事場などが入居した複合施設
として利用
手吹円筒法
オランジェリー
orangery
オランジェリー宮殿
(Orangery Palace)
ポツダム・サンスーシ宮殿
1864年 ドイツ 熱・光
ベルサイユ宮殿のオランジュ
リーと同様
手吹円筒法
大型全面
ガラス温室
 Conservatory
シェーンブルン宮殿
Palmenhaus
1882年
オースト
リア
ウィーン
熱・光
手吹円筒法
大型ガラス建築
 Conservatory
水晶宮　The Crystal Palace
ガラスの物品税低減 イギリス
1
9
世
紀
ヴ
ィ
ク
ト
リ
ア
朝
植
民
地
政
策
と
産
業
革
命
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3 既往の窓システムの熱的性能の評価方法 
3.1 工業規格（JIS、ISO）における外皮性能の体系 
日射熱取得率の測定・算定方法を中心に、工業規格における外皮性能の体系について概
観する。 
日本工業規格 JIS（Japanese Industrial Standard）は、「JIS についても、平成 7 年の
WTO(世界貿易機関)/TBT 協定(貿易の技術的障害に関する協定)発効に伴い、国際規格と
の整合化が行われてきました。」 [14] とあるように、最近の改訂によって、国際規格 ISO
（International Organization for Standardization）とほぼ同内容になっている規格が多い。この
ため、まず ISO における外皮・窓性能の体系について説明し、ISO と JIS の対照表を掲載す
る。 
図 3-1 に ISO および欧州規格 EN（European Norm）における窓の熱的性能の規格の体系
を示す。この体系図では、左側に計算法、右側に測定法が分類されている。また、この体系図
の上段はガラスや窓枠など各部の熱貫流率の計算法と測定法となっており、下段にガラスの
日射熱透過量と日射遮蔽物の日射熱透過量の計算法の規格が示され、これらの規格を組み
立てていくと、窓システムの全体的な熱的性能が数値化されるようになっている。そして、最終
的にはこの数値化された窓性能は、建物のエネルギーの計算（BS EN 832:2000 Thermal 
performance of buildings. Calculation of energy use for heating. Residential buildings､ BS EN 
ISO 13790:2008 Energy performance of buildings. Calculation of energy use for space heating 
and cooling）のパラメータとして使われる。 
日本では 2017 年に建築物省エネルギー法が施行され、省エネルギー計算が義務化され
た。この省エネルギー計算のパラメータとして、JIS A 1493：2014 「窓及びドアの熱性能−日射
熱取得率の測定」､JIS A 2103：2014 「窓及びドアの熱性能−日射熱取得率の計算」が整備さ
れた。ガラスなどの工業製品の JIS 規格は、前述のように ISO に準拠するように改訂されてき
ている。なお新たに制定された JIS A 1493、JIS A 2103 ともに、日本独自の規格であり、ISO
を翻案した規格ではない。 
このように ISO、JIS ともに建築の省エネルギー計算を目的に、窓を含む外皮性能を規格化
したとも言える。なお、外皮性能のパラメータは、空調設備の設計のための最大熱負荷計算に
も用いられる。最大熱負荷計算自体も、年間空調エネルギー計算のプロセスの一部とも考えら
れる。 
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さらに図 3.1 を見ていくと、上部の３分の 1 は、窓全体および窓枠の熱貫流率についての規
格であり、計算法と測定法が呼応関係にある。窓全体の熱貫流率の測定法については、ISO 
JIS ともに"Hot Box Test Method"（熱箱法）が用いられている。熱箱法は、断熱した試験箱の
一面に試供体を設置し、その前後の温度差による貫流熱量を試験箱内の温度を一定にする
時の熱量で測定する方法である。いわば試験箱は建築の室であり、室と外部の境界に試供体
として断熱材やガラスを設置した状態を模していると言える。 
これらの ISO・EN の規格番号と JIS 規格番号の対照リストを表 3.1 に示した。対照リストの
上部は計算法、下部が測定法である。 
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図 3-1 ISO・EN における窓の熱性能規格の概要 [15] 
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これらの規格を計算法と測定法に区分し、窓全体･ガラス・日除けなどの部位で整理すると
表 3.2 のようになる。この表において、窓・ガラスの性能規格に関しては、熱貫流率と日射熱取
得率に分けて、規定されていることが判る。 
前述の ISO・JIS の規格は、計算法と試験室における部材単体の測定法である。これらの部
材が建物に組み込まれた状態、すなわち竣工後の現場実測方法については規定していな
い。 
さらに ISO・JIS における現場測定法を調べてみると、建築部材については、外壁の熱貫流
率測定法 ISO 9869 があり、建物全体としては、気密性能について、ISO 9972 および、これに
基づいて定められた JIS A 2201：2003 「送風機による住宅等の気密性能試験方法」の 2 規
格しかない。 
ISO 9869 では外壁の平面部分の熱貫流率を測るために、実際の建物で 3～7 日間、30
分ごとに熱流計で計測することを規定している。また ISO 9869 には、試験室で熱箱を用いる
ISO 9869 のような高い精度計測方法の代替にはならないことが注記されている。明記されて
いないが、工場で完成品として出荷される工業製品ではなく、現場で複数の材料で組み立て
られる建築部材の外壁の実際の性能を確認することが目的と考えられる。 
現場の気密性能測定についての ISO 9972､JIS A 2201 も同様に、施工精度や品質確保が
難しい現場施工の建築の竣工時および経年変化後の性能を確認する方法である。 
窓に関しては、住宅や事務所ビルなどの業務施設においても、カーテンやブラインドなどの
日射遮蔽物は、建築工事ではなく竣工後に備品工事で設置されることがほとんどである。この
ため、建築完成時の竣工検査および引渡時には、まだ設置されていない。JIS A 1493「窓及
びドアの熱性能−日射熱取得率の測定」 や JIS A 2103 「窓及びドアの熱性能−日射熱取得
率の計算」は、設計時点の省エネルギー計算のパラメータ設定を目的にしているが、竣工後
にこのパラメータと同等の日射取得率で運用されているか、データを取得する計測規格がな
いのが、ISO・JIS の規格体系の現状であると言える。 
地球温暖化対策として、住宅・業務施設の低炭素化が重要しされているにも関わらず、実
際の運用時の建築の性能測定法が外壁中央部の断熱性能と建物全体の気密性能しか規格
化されていないということも、省エネ手法の効果がフィードバックされず、普及が中々進まない
一因と考えられる。 
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表 3.1 JIS･ISO における建築部材の熱的性能の規格 文献 [16] を元に加筆・編集 
 
JIS/JSTM
規格番号
年 タイトル
対応ISO
規格番号
年 タイトル
JIS A 1420 1999
建築用構成材の断熱性測定方法―校正熱箱
法及び保護熱箱法
ISO 8990 1994
Thermal insulation−Determination of steady-state thermal
transmissionproperties−Calibrated and guarded hot box
JIS A 1422 2005 日除けの日射遮蔽係数簡易試験方法
JSTM K 6101
2013 人工太陽による窓の日射遮蔽物（日除け）
の日射熱取得率及び日射遮蔽係数試験方法
JIS A 1423 1983
赤外線放射温度計による放射率の簡易測定
方法
JIS A 1492 2006 出窓及び天窓の断熱性試験方法 ISO 12567-2 2005
Thermal performance of windows and doors -- Determination of
thermal transmittance by hot box method -- Part 2: Roof windows
and other projecting windows
JIS A 2101 2003
建築構成要素及び建築部位―熱抵抗及び熱
貫流率―計算方法
ISO 6946 2017
Building components and building elements — Thermal resistance
and thermal transmittance — Calculation methods
JIS A 2102-1 2011
窓及びドアの熱性能―熱貫流率の計算
―第１部：一般
ISO 10077-1 2017
Thermal performance of windows, doors and shutters -- Calculation
of thermal transmittance -- Part 1: General
JIS A 2102-2 2011
窓及びドアの熱性能―熱貫流率の計算
―第2部：フレームの数値計算法
ISO 10077-2 2017
Thermal performance of windows, doors and shutters -- Calculation
of thermal transmittance -- Part 2: Numerical method for frames
JIS A 1493 2014 窓及びドアの熱性能−日射熱取得率の測定
JIS A 2103 2014
窓及びドアの熱性能−日射熱取得率の計算
（ISOと互換性無し）
ISO 15099 2003
Thermal performance of windows, doors and shading devices --
Detailed calculations
JIS A 4710 2004 建具の断熱性試験方法 ISO 12567-1 2000
Thermal performanceof windows and doors−Determination of
thermal transmittance by hot box method−Part 1 : Complete
windows anddoors
JIS A 5759 2008 建築窓ガラス用フィルム
JIS K 5602 2008 塗膜の日射反射率の求め方
JIS K 5675 2011 屋根用高日射反射率塗料
JIS R 3106 1998
板ガラス. 類の透過率・反射率・放射率・
日射取得率の試験方法
ISO9050 2003
Glass in building. Determination of light transmittance, solar direct
transmittance, total solar energy transmittance, ultraviolet
transmittacne and related glazing factors
JIS R 3107 1998
板ガラス類の熱抵抗及び建築における熱貫
流率の算定方法
ISO 10292 1994
Glass in building−Calculation of steady-state　U values (thermal
transmittance) of multiple glazing
ISO 10291 1994
Glass in building -- Determination of steady-state U values (thermal
transmittance) of multiple glazing
-- Guarded hot plate method
ISO 10293 1997
Glass in building -- Determination of steady-state U values (thermal
transmittance) of multiple glazing
-- Heat flow meter method
ISO 9869 1994
Thermal insulation ─ Building elements ─ In-situ measurement of
thermal resistance and thermal transmittance
ISO 13370 2007
Thermal performance of buildings
-- Heat transfer via the ground -- Calculation methods
ISO 13791 2004
Thermal performance of buildings
-- Calculation of internal temperatures of a room in summer without
mechanical cooling
-- General criteria and validation procedures
ISO 13792 2005
Thermal performance of buildings
-- Calculation of internal temperatures of a room in summer without
mechanical cooling
-- Simplified methods
ISO 10211 2007
Thermal bridges in building construction
-- Heat flows and surface temperatures
-- Detailed calculations
ISO 14683 2007
Thermal bridges in building construction
 -- Linear thermal transmittance
 -- Simplified methods and default values
ISO 18292 2011
Energy performance of fenestration systems for residential buildings -
- Calculation procedure
BS EN
12412-2
2003
Thermal performance of windows, doors and shutters.
Determination of thermal transmittance by hot box method. Frames
JSTM K 6101
2013 人工太陽による窓の日射遮蔽物（日除け）
の日射熱取得率及び日射遮蔽係数試験方法
JSTM J 6112 2011 建築用構成材の遮熱性能試験方法
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表 3.2 JIS･ISO における建築部材の熱的性能の計算法と試験法 文献 [16] を元に加筆・編集 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
部位 計算法 試験法/測定法
JIS A 2101 JSTM J 6112
ISO 13791 ISO 9869
JIS A 2103 JIS A 1493
ISO 15099
JIS R 3106
日射熱取得率等の計算
JIS R 3106
分光透過率等の測定
ISO9050 ISO9050
JIS R 3107
熱貫流率の算定方法
ISO 10292 ISO 10291､ISO 10293
フィルム JIS A 5759 JIS A 5759
日除け
ISO 13791
ISO 15099
JIS A 1422 簡易法，
現場測定 JSTM K 6101
人工太陽
塗膜
JIS K 5602
日射反射率の計算
JIS K 5602
分光反射率の測定
外壁
窓全体
ガラス
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3.2 工業規格（JIS、ISO）におけるガラス性能の測定方法 
板ガラスについて日本工業規格では、JIS R 3106:1998 「板ガラス類の透過率・反射率・放
射率・日射熱取得率の試験方法」（以下、JIS R 3106）と、JIS R 3107:1998 「板ガラス類の熱抵
抗及び建築における熱貫流率の算定方法」（以下、JIS R 3107）の、2 つの板ガラスの性能測
定もしくは性能算定の規格が定められている。 
JIS と ISO との関係については、次の通りである。日射熱取得率の算定法である JIS R 3106
は、ISO9050（Glass in building. Determination of light transmittance, solar direct transmittance, 
total solar energy transmittance, ultraviolet transmittacne and related glazing factors）にほぼ準
拠し、ISO9050 の紫外放射透過率及び複層ガラス演色性の規定を除外しているところが相違
点である。 
熱貫流率の算定法の JIS R 3107 については、ISO 10292, Glass in building−Calculation of 
steady-state U values (thermal transmittance) of multiple glazing の内容を変更せずに作成さ
れている。 
JIS R 3106 に規定する適用範囲は、「建築用の板ガラス類の可視光に対する透過率・反射
率及び日射に対する透過率・反射率・吸収率並びに常温熱放射の放射率を分光測光器を用
いて求める試験方法とこれらの板ガラス類を建築物の窓に使用したときの日射熱取得率を計
算する方法」としている。本論文は、この建築用板ガラスの日射に対する透過率の測定に「分
光測光器」を使うことに着想を得ている。 
JIS R 3106 の分光測光では、化学分析用の分光光度計に受光用積分球を付けて測定を行
うとしている。表 3.5 にこの分光光度計の仕様を示す。測定可能な波長範囲は、300∼2500nm
の近紫外,可視光,近赤外波長域とされているが、精度が規定されているのは 300∼2100nm と
なっている。 
表 3.5  JIS R 3106 における分光測光器の仕様 
  
 
  
項目 仕様
種別・付属品
一般の化学分析用の近紫外,可視光,近赤外波長域の分光光度計
（付属品：受光用積分球）
　波長範囲 波長目盛の範囲：300∼2 500nm 
300∼380nm   ：5nm 以下
380∼780nm   ：10nm 以下
780∼2500nm ：50nm 以下
300∼ 780nm ：測光値の正確さは最大目盛の 1%以下、繰返し精度 0.5%以下
780∼2100nm ：測光値の正確さは最大目盛の 2%以下、繰返し精度 1%以下 
300∼ 780nm ：中心波長から 1nm 以下
780∼2100nm：中心波長から 5nm 以下
分解能
測光精度
 波長精度
（波長目盛の偏り）
 21 
 
なお、JIS R 3106 解説に添付された「JIS と対応する国際規格との対比表」に「JIS には，改
正前の規格と同じく，計算に用いる分光データの測定法が与えられている。」との記載があるよ
うに、ISO9050 では分光測光器の仕様が規定されていない。 
日射透過率，日射反射率及び日射吸収率の算定については、「分光透過率，分光反射率
の測定値及びそれらから導かれる分光吸収率の値に，日射の標準スペクトル分布を示す重価
係数を乗じて加重平均し， 日射透過率， 日射反射率及び日射吸収率を求める。」と規定さ
れている。1 枚のガラス板の場合には、分光測定の測定値をそのまま加重平均して日射透過
率を算定できる。JIS R 3106 において複層ガラスの場合には、複層化された状態で直接の分
光測定するのではなく、1 枚ずつ単板ガラスの状態で分光測定した結果から、計算で日射透
過率、日射反射率、日射吸収率を求めると規定されている。複層ガラスの日射透過率，日射
反射率及び日射吸収率を計算で求める理由として、熱貫流率の正確な測定が熱箱では難し
いためとしている。 
また分光吸収率は直接計測が困難なため、日射透過率、日射反射率、日射吸収率の合計
値を 1 と定義されていることから、JIS R 3106 では分光透過率と分光反射率から算定するとし
ている。 
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3.3 工業規格（JIS）,建築研究所における窓システム性能の測
定方法 
 
JIS A 1493：2014 窓及びドアの熱性能－日射熱取得率の測定（以下、JIS A 1493）では、
「窓及びドア，並びに窓に日射遮蔽物を附属する場合の日射熱取得率」 [17]についての測
定方法を規定している。 
この JIS A 1493 [17]の測定原理を下記に引用する。 
「窓及びドアの日射熱取得率の測定は，二つの段階によって行う。第1 段階は，照
射日射がある場合に試験体を通して計測箱に流れる熱量（照射日射取得熱量＋貫流
熱量）の測定である。第2 段階は，照射日射がない場合に試験体の内外温度差によ
って流れる熱量（貫流熱量）の測定である。照射日射熱量は，第1段階の測定において
試験体直前の放射強度計によって決定する。照射日射取得熱量は，第1 段階で測定
した熱量と第2 段階で測定した熱貫流率を用いて算出した貫流熱量との差として決定
する。窓及びドアの日射熱取得率（η）（日射侵入率と同義）は，照射日射取得熱量の
照射日射熱量に対する比であるから，日射遮蔽物の有無にかかわらず式(1)によって
求められる。 
照射日射によって生じる熱伝達率の変化等の影響は，全て日射熱取得率に含まれ
るものとする。 
 
 
」 
本論文の日射熱取得率の測定原理も、この JIS A 1493 の式（1）に基づいている。 
JIS A 1493 における照射日射取得熱量は図 3-2 [17]及び図 3-3 [17]に引用した熱量計測
箱を用いて測定する。ガラスや日射遮蔽物による試験体を通過して熱量計測箱に流入する日
射取得熱量（W）を、熱量計測箱内を一定の温度に保持するための冷却熱量（W）として間接
的に計測するという手法である。「室内側を模擬した計測箱」と記載されているように、熱量計
測箱は建築の窓のある室とここに設けられた冷房装置をモデル化したものとなっている。 
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照射日射取得熱量（QGain）として熱量計測箱に入力される熱量は、熱量計測箱内の冷却板
（１面）で除去される熱量 QC から、計測箱周壁（４面）から流入する熱量 QB と内部のファン・ヒ
ータから供給される熱量 Q１、試験体取付パネルから流入する熱量 QP、そして日射照射時の試
験体の貫流熱量 QW を引いた差として測定される。試験体の貫流熱量 QW は、照射日射がな
い場合の貫流熱量 Q‘W から熱貫流率を算定し、周囲温度と熱量測定箱内の温度差から算出
する。 
本論文の日射熱取得率の簡易測定法でも、昼間の日射照射時の貫流熱量の算定には、
JIS A 1493 に準じて、夜間の照射日射のない場合の貫流熱量から算出した熱貫流率を用いる
こととした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-3 JIS A 1493 の熱量計測箱で測定する熱量の内訳（照射日射が無い場合） [17]  
図 3-2  JIS A 1493 の熱量計測箱で測定する熱量の内訳（照射日射がある場合） [17] 
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JIS A 1493 の測定装置の全体構成を図 3-4 に引用する。 
太陽光の代替として、太陽電池の評価用のキセノンランプソーラシミュレータを用い、熱量
計測箱の前面の試験体取付部には室外を模した恒温室が設置される。 
 
 
 
 
 
次に建築研究所における窓の日射熱取得率の測定方法について概説する。 
「開口部の日射熱取得性能および断熱性能の評価方法」 [1]は、省エネ基準の計算予測
方法のために、「各種開口部材の日射侵入率について実測によるデータベース整備」を主眼
に行われた研究である。 
この研究の中で実施された日射熱取得率の測定では、図 3-5 及び図 3-6 に示す建築研
究所の測定装置が使用された。この測定装置では、ISO15099 の算定式に準拠した日射熱取
得率の測定が行えるとしている [18]。 
前述の図 3-4 と比較して判るように、この建築研究所の測定装置が JIS A 1493 のプロトタ
イプとなっている。 
熱量計測箱の寸法は、内法 W2,180×H2,180×D780 であり、75mm 厚の断熱パネルで構
成されている。内部に設けられた日射熱除去用の冷却パネルは水冷式であり、恒温槽からの
冷却水が循環するシステムとなっている。冷却パネルとともに、熱量計測箱内には、電気ヒー
タが設けられ、白金抵抗温度計で計測箱内を一定温度に保つように制御している。 
従来の熱量計測箱では、日射取得熱量を冷却パネルの冷水流量と往還温度差で計測して
いたが、建築研究所の熱量計測箱では、冷却パネルの表面に設けた熱流計で除去熱量を計
測し、流量計や計測箱の校正を不要としている。この熱流計による冷却熱量の計測は、JIS A 
1493 にも踏襲されている。 
現場における簡易測定法の視点からは、JIS A 1493 や建築研究所の日射取得熱量の計測
方法は、可搬不可能な大きな熱量計測箱とともに、冷却板用の冷却水や冷熱源が必要なこと
が現場での運用を困難としている。 
図 3-4  JIS A 1493 における測定装置の全体構成 [17] 
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図 3-5 建築研究所における窓の日射熱取得率測定装置の全体構成 [1] 
図 3-6 建築研究所における熱量計測箱の詳細 [1] 
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3.4 既往の現場測定方法（井上、一ノ瀬らの方法 [2]） 
建物に実装されたエアフロー窓やダブルスキンなどの高性能窓システムの日射遮蔽性能
は、空調設備と一体化して運転され、気象外乱とも連動して、時々刻々変化する。この性能を
把握するため、井上、一ノ瀬らは、小型の熱量計測箱を開発・改良し、現場で窓の日射遮蔽
性能を直接的に測定する手法を提案している [2]。熱量計測箱を使用する利点は、窓面流入
熱量を伝達率などの想定を行うことなく直接計測できることとしている。 
図 3-7 は 5 面を全面熱流計とした 300mm 角の測定箱を使う方法で、この測定箱を
500mm 角の外箱で覆い、この外箱と測定箱の間の空間を小型の冷却装置で空冷する仕組
みとなっている。JIS A 1493 の熱量計測箱では、水冷の冷却装置を箱内に設置していたが、 
この熱量計測箱は、小型の熱流計箱全体を空冷することで、シンプルな冷却システムとし、現
場の水損も防止できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
井上、一ノ瀬らは、冷却システムをさらにシンプルにするために、図 3-8 のようにペルチェ冷
却機を熱量計測箱の後部に直付けし、測定箱も 150mm 角とさらに小型化した。空冷の全面
熱流計では、熱量計測箱を窓に固定するための架台と空冷装置の架台が各々必要であった
が、冷却機の一体化と小型化によって、窓面に吸盤で直接取り付けている。 
筆者が外ブラインドによるファサードシステムを設計した日建設計東京ビルでは、井上、一ノ
瀬らによって全面熱流計と空冷装置によるセパレートタイプの熱量計測箱で、外ブラインドの
日射熱取得率を計測している [2]。 
図 3-7 全面熱流計と空冷装置による現場測定用熱量計測箱 [2] 
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図 3-8 ペルチェ冷却機を直付けした現場測定用熱量計測箱 
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3.5 熱量計測箱による日射熱取得率測定方法の問題点 
熱量計測箱の長所は、日射熱取得熱量を「伝達率等の仮定を伴わずに直接検証可能」 
[2]なことである。しかし、日射の光のエネルギーを熱に変換してから計測する手法には、熱量
の計測に伴う問題点がある。 
日射熱取得率の測定に関して 2014 年に JISA1493 が制定される以前から、1995 年に建材
試験センターでは、JSTM K 6101. 人工太陽による窓の日射遮蔽物（日除け）の日射熱取得
率及び日射遮蔽係数試験方法を制定し、図 3-9 に示す測定装置で試験を行ってきた [19]。 
この測定装置は 20℃の恒温室内に設置され、人工太陽光で照射された熱量測定箱内を
20℃に保つために必要な冷熱量を測定することで、試験体を通過する日射熱量を計測する。
また冷熱量は、熱量計測箱に循環する冷風の風量と往還温度差で測定する仕組みとなって
いる。この冷熱量の計測方法の問題点は、一般的に風速計による風量の測定精度が期待で
きないことである。 
JISA1493、建築研究所や井上らの日射熱量の測定方法では、冷熱量の計測精度の向上
を図るために、供給する冷熱量を直接計測するのではなく、熱量計測箱内の温度と周囲温度
を等価に保つための冷却源への貫流熱量を熱流計で測定するという手法を取った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-9 建材試験センターの日射熱取得率の測定装置 [19] 
 29 
 
熱量計測箱は、JISA1493 で説明されているように「室内側を模擬した計測箱」であり、この
内部を一定温度に保つためには、空調（冷房）を制御する必要がある。建築研究所などのソー
ラーシュミレータを用いた外乱要素の無い試験装置の場合でも、熱量計測箱内の温度が均一
になり、この空調制御が定常状態になるまで、計測を待つ必要がある。 
しかし、現場における実測では、日射の変化やブラインドの制御状態で熱量計測箱に流入
する熱量が変化するため、熱量計測箱の冷却装置は内部温度を室温と等価にするために常
に制御しつづける必要が生じる。「ペルチェ型においては 1 分間隔計測値ではハンチングが
大きいため，以降の分析において取得熱量は前後 30 分平均化を行って評価した。」 [2]の記
述は、この冷却制御による計測の安定性の問題点を表している。 
この熱量計測箱の冷却装置の制御上の問題点は、筆者らの空調設計者の視点からは、ペ
リメータゾーンにおける空調負荷変動と空調制御のレスポンスと同じテーマである。本論文の
テーマであるダブルスキンなどの日射遮蔽性能の高い窓システムの場合には、負荷変動が抑
えられるので、安定した空調制御を行うことができる。 
したがって、熱量計測箱による手法は、精密な学術用として日射取得熱量を直接計測でき
る長所がある反面、正確な冷却制御を行える熱量計測箱を製作する必要があることが問題点
であると考えている。さらに設計者や施工者にとって、現場で日射熱取得率の計測を実施する
ために、この熱量計測箱の製作から始めなければならないことは、難度がとても高い。 
本研究では設計者の立場から市販の分光放射照度計を用いて、室内外の日射エネルギー
の差を光のまま直接計測することで、高性能ファサードの日射遮蔽性能を簡易に判る計測手
法を開発することを目標とした。また本研究が対象とするダブルスキン、外ブラインドでは、室
外側の日射遮蔽物の効果で、室内側ガラス表面温度を室内温度に近く保つことができ、室内
側ガラス表面から伝達熱量が低く抑えられているため、日射遮蔽性能を透過する日射量の減
少分を光として計測し、再放射や貫流熱を熱として補正するのが合理的であると考えられる。 
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4 太陽光分光放射照度の測定方法 
4.1 太陽光の分光放射照度と基準太陽光 
太陽の元素組成は、「水素が約 33 %(残りはほぼヘリウム )」 [20]で構成され、中心核の温
度は水素をヘリウムに変換する核融合反応によって 1600 万 K に達する。太陽内部の放射と
対流によって、この核融合反応のエネルギーが表面に伝達され、太陽表面温度（光球）は約
6000K となっている（図 4-1）。 
太陽光の大気圏外の放射分布は 約 5800K の黒体放射分布と同等であり、なめらかな分
布している。なお太陽のスペクトルの正確な黒体放射としてのモデルは、5762±50 K （Backus 
1976） 、 5730±90K（Parrott 1993）が提案されている。黒体放射の放射照度分布は、プランク
の公式（1）で表される。この式に基づく 5800K の黒体放射のスペクトル分布と常温 20℃
（293K）の黒体放射のスペクトル分布を図 4-2 に示す。 
 
図 4-1 太陽の構造と温度 （単位：K） [21] 
 
E＝(8πhγ3/c3)×〔1/(exp(hγ/kT) -1)〕   ･･･プランクの公式（1） 
γ : 放射の周波数 [Hz] 
ｈ : プランク定数     h=6.626070040×10-34[J･s] [22] 
k : ボルツマン定数    k= 1.38064852×10-23[J･K-1] [23] c : 真空中の光速度    c=2.99792458×108 [m･s-1] [24] 
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地表面に到達する太陽光の放射分布には、大気圏内の水蒸気や空気に放射が吸収される
ため、凹凸が生じる。さらに、大気を透過するエアマスの量によって、この放射分布は変化す
る。 
オゾンホールでよく知られているように、オゾン（O3）は紫外線域の太陽光の放射を吸収す
る。水蒸気や（H2O）、二酸化炭素（CO2）は、赤外線域で太陽光の放射を吸収する。これらの
分子は、特定の波長の太陽光の放射スペクトルのみを吸収するため、地上の太陽光のスペク
トル分布は特徴的なパターンとなっている。これをモデル化したのが、後述の SMARTS であ
る。 
 
 
 
 
 
 
図 4-2 プランクの公式による黒体放射のスペクトル分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-3 大気による太陽光放射スペクトルの吸収 [25] 
  
Blackbody 
AM 1.5 
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基準太陽光の分光スペクトルは、工業規格において太陽電池の性能特性やガラス、塗料の
透過率や反射率の測定の基礎データとして使われている。これらの国際規格や JIS 規格で制
定されている基準太陽光の分光スペクトルを表 4-1 にまとめた。 
現行の工業規格における基準太陽光の分光スペクトルには、表 4-1 で色分けしたように、
ASTM G159 系列と ASTM G173 系列の 2 つに大別される。 
ASTM G173-03 は、シミュレーションモデルの SMARTS Version 2.9.2 による最新の基準太
陽光の分光スペクトルであり、太陽電池用の基準として、後述の、IEC 60904-3 や JIS C 8904-
3 に展開されている。太陽電池評価用の基準太陽光の分光スペクトルの波長域は、IEC 
60904-3 や JIS C 8904-3 ともに、280-4000nm まで定められており、後述のガラスや塗料用が
300-2500nm に対し、紫外線域、赤外線域の両方ともに広く定められている。この IEC 60904-
3，JIS C 8904-3 の基準太陽光の分光スペクトル及び累積放射照度を図 4-4 に示した。 
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ASTM G159-98 は、2005 年に ASTM G173-03 の初版が制定された時に、置き換えられた
旧い基準太陽光の分光スペクトルであり、シミュレーションモデル MODTRAN （moderate 
resolution transmission）を基に作成されている [26]。ASTM G159 と ASTM G173 は、エアマ
ス 1.5, 傾斜角 37°の直達日射と天空日射の地表面における基準太陽光であることなど基本
的な条件は同様であるが、混濁係数など異なるパラメータもある。ISO の基準太陽光の分光ス
ペクトルである ISO 9845-1 は、この旧い ASTM G159-98 から 305-4045nm を規定している。 
ASTM G159 系列として、建築用板ガラスの国際規格 ISO 9050 Glass in building では、
透過率や反射率の分光測定値に乗じる重価係数の根拠として ISO 9845-1 を準用している。
波長範囲には 300∼2500nm を使用し、この範囲を 95 の波長に区切るとともに、この波長域の
重価係数の合計値を 1.000、すなわち累積放射照度を 1000W/㎡としている。なお、ISO 9050
では、重価係数表の最初の 300nm の値を 0 としているので、ISO 9845-1 の分光放射照度の
値が 305nm から始まることと矛盾しない。 図 4-5 に ISO 9050 の基準太陽光の分光スペクト
ルを示した。 
 
図 4-4  IEC 60904-3，JIS C 8904-3 基準太陽光スペクトル 
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日本の板ガラス規格である JIS R3106 は、ISO 9050 の翻案のため、これも ASTM G159 系
列である。JIS R3106 の重価係数表は、ISO 9050 に若干の改変を加えており、300∼2500nm
の範囲データ数は、91 であり ISO 9050 のデータ数 95 より少なく、さらに最低限測定が必要な
範囲として 300-2100nm までの重価係数の合計値を 1.000 とし，オプションの測定範囲として
300-2500nm の重価係数の合計値を 1.02744 としている。 
塗膜の日射反射率の測定法の JIS K5602 は、日本独自の規格であるため、ISO では対応
する規格は無い。JIS K5602 では、ISO 9845-1 を基に全天日射照度が 1000 W/㎡となるよう
に 300∼2500nm の重価係数を定めている。したがって、JIS K5602 も ASTM G159 系列であ
る。後述のように ISO 9845-1 のデータを JIS K5602 の方が、ISO 9050・JIS R3106 よりも細か
く 300∼2500nm を 107 に区切って重価係数を定めている。 
ASTM G159 系列の ISO 9050，JIS R3106，JIS K5602 の基準太陽光の分光スペクトルの
放射照度と累積放射照度を図 4-8 と図 4-9 にそれぞれ重ねて比較してみた。ISO 9050 と
JIS K5602 の放射照度のプロフィールは概ねよく一致しているが、JIS R3106 は、400-600nm
で前者より低めで、850nm 以上では高めとなっており、この傾向は、累積放射照度からも読み
取れる。同じ分光放射スペクトルのデータを根拠にしても、規格によってアレンジが異なること
が確認できる。 
図 4-5  ISO 9050 における基準太陽光スペクトル 
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ちなみに ASTM とは、従前は米国試験材料協会（American Society for Testing and 
Materials）の略称であったが、ASTM が 2001 年に国際規格化されたことに伴い、現在は
ASTM International が組織の正式名称になっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-6  JIS R3106 における基準太陽光スペクトル 
図 4-7  JIS K5602 における基準太陽光のスペクトル 
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図 4-9 基準太陽光分光スペクトルの累積放射照度の比較 ISO 9050，JIS R3106，JIS K5602 
図 4-8  基準太陽光分光スペクトルの放射照度の比較 ISO 9050，JIS R3106，JIS K5602 
 38 
 
前述のように太陽電池の工業規格における基準太陽光の分光スペクトルは、IEC 60904-3 
が国際規格となっており、ASTM G173 - 03(2012) に準拠している。 
ASTM G173 – 03 は、シミュレーションモデル SMARTS（Simple Model of the Atmospheric 
Radiative Transfer of Sunshine）によって計算されたデータに基づき、280nm-4000nm まで定
義されている。また ASTM G173 – 03 の基準太陽光分光分布は、米国エネルギー省 DOE に
所属する再生可能エネルギー研究所 NREL がインターネット上に公開するサイト [27]から、
エクセルデータとして入手できる。このデータをグラフ化したものを図 4-10 に示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
IEC 60904-3 に準拠して規格化された JIS C 8904-3 には基準太陽光について次の記載が
ある。「太陽電池用材料の光電変換特性には波長依存性があるので，異なる材料の太陽電池
の性能を比較するため，この規定が必要である。また，この規格は，太陽電池の定格出力の
決定方法のための測定の原則を規定する。その原則は，太陽電池の定格出力を共通の基準
太陽光の分光放射照度分布に関係付けるものである。 
図 4-10  ASTM G173-03 Reference Spectra Derived from SMARTS v. 2.9.2 (AM1.5) 
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また JIS C 8904-3 の巻末には、附属書 A（参考）として「SMARTS の使用方法」があり、
SMARTS Version 2.9.2 を用いて基準太陽光スペクトルを発生させるために入力パラメータが
記載されている。このパラメータは、ASTM G173 – 03 と同様であるが、JIS C 8904-3 基準太陽
光スペクトルでは、波長 0～無限大の累積放射照度を 1000 W/m2 と定義し、SMARTS 
Version 2.9.2 の結果に正規化係数 0.9971 を乗じている。したがって、元データの ASTM 
G173 – 03 と、IEC 60904-3/ JIS C 8904-3 2011 は、僅か 0.29％しか差違がないため、これら
をグラフ化した図 4-4 と図 4-10 を重ねても違いをほとんど判別することができない。 
基準太陽光シミュレーションモデルの SMARTS は、大気中を透過し、散乱と吸収で変化
し、地上に到達する太陽光のスペクトル放射を計算することができる。開発者は、Christian 
Gueymard 博士で、米国の NREL（National Renewable Energy Laboratory）の Web サイトで
PC 用のプログラムが公開されている [28]。SMARTS は、「観測値で校正されているため推定
精度は高い」 [29] とされている。また SMARTS は、米国の再生可能エネルギー研究所の
NREL から公開されていることから判るように、太陽電池の評価を主眼としたプログラムである
が、公開サイトには「建築、大気科学、光生物学、健康物理学の分野」の研究者も利用してい
ると記載されている。 
本論文の基準太陽光スペクトルには、ASTM G159 系列の ISO 9050，JIS R3106，JIS 
K5602 が互いに相違があるため採用せず、IEC 60904-3/JIS C 8904-3 の各波長の放射照度
に基づき、次の調整を行って作成した。ガラスの分光特性データが、ISO 9050・JIS R3106 の
日射の定義に基づき、300∼2500nm で測定されていることから、基準太陽光スペクトルの波長
域は、300∼2500nm とした。この波長域の累積放射照度を ISO 9050・JIS K5602 と同様に
1000 W/㎡とすることとした。図 4-11 に本論文で作成した基準太陽光スペクトルを示す。 
図 4-12 と図 4-13 は本論文で作成した基準太陽光スペクトルと JIS C 8904-3 及び
ISO9050 の放射照度と累積放射照度の比較である。本論文で作成した基準太陽光スペクトル
は、JIS C 8904-3 の放射照度をベースに、JIS C 8904-3 が 280-4000nm の累積放射照度を
1000W/㎡と規定するところを、300-2500nm の累積放射照度が 1000 W/㎡になるように正規化
係数を乗じて作成しているため、図 ４ 13 の累積放射照度のグラフにおいては、本論文の基
準太陽光スペクトルと JIS C 8904-3 のプロットが平行になっている。 
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 図 4-12 本論文で作成した基準太陽光スペクトルと JIS C 8904-3 ISO9050 の放射照度の比較 
図 4-11 本論文で作成した基準太陽光スペクトル 
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図 4-12 の放射照度のグラフでは、放射照度の値が大きい 500-700nm において、本論文
で作成した基準太陽光スペクトルが JIS C 8904-3 及び ISO9050 を上回っているが、累積放射
照度のプロポーションが同じであり、第 5 章で説明する小型分光放射照度計の測定値の補正
に使用する 300-1100nm と 300-2500nm の累積放射照度の割合が本論文の 81.99％に対し
て、JIS C 8904-3 では、81.52％と 0.47％しか相違がないため、本論文で作成した基準太陽光
スペクトルを使用しても問題無いと判断した。また、同様に ISO9050 との比較では、0.26％とさ
らに差が少なくなっている。なお第 5 章では、補正係数 βstd を、81.99％の逆数である 1.22 とし
た。 
巻末に本論文で作成した基準太陽光スペクトルの分光スペクトルのデータを掲載した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 4-13 本論文で作成した基準太陽光スペクトルと 
JIS C 8904-3 ISO9050 の累積放射照度の比較 
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4.2 工業規格（JIS、ISO）における分光放射照度の測定方法 
地球温暖化対策の再生可能エネルギー源として、太陽電池は開発と導入が世界各国で急
速に進んでいる。同時に太陽電池の研究・開発・生産・設置・使用のすべてのプロセスで、性
能を評価する技術も重要性を増し、国際的な性能評価基準が整備されている。 
IEC 60904 Photovoltaic devices は、太陽電池の国際規格群のひとつであり、日本において
もこれに準拠した JIS C 8904 が規格群として定められている。この JIS C 8904 規格群の構成
と IEC 60904 対応関係を表 4-2 に示す。 
太陽電池セルの性能は、放射照度 1kW/㎡の基準太陽光、気温 25℃の STC（Stadard Test 
Conditions)の条件で評価される。自然の太陽光では、基準太陽光の分光スペクトルが安定し
て得られないため、キセノンランプなどを用いたソーラーシミュレーター（疑似太陽光源）を用
いて、安定した室内環境で測定が行われる。 
図 4-14 は生産した太陽電池モジュールの性能測定に用いる 2 次基準太陽電池セルの校
正までのフローである [30]。太陽電池の半導体は、光の波長による感度特性を持つ。このた
めソーラーシミュレータの分光放射照度が、基準太陽光スペクトルと合致していることが重要に
なる。 
太陽電池モジュールの出荷検査時の性
能測定にもソーラーシミュレータが使われ
る。このソーラーシミュレータは、分光スペク
トルが基準太陽電池と合致していることを確
認することが定められており、分光放射照度
計を使って測定される。 
このように太陽電池の生産設備としての
需要を背景として、分光放射照度計の市場
が形成され、低価格化・小型化が促進され
た。 
 
 
 
 
図 4-14 基準太陽電池校正と性能評価フロー [30] 
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表 4-2  JIS C 8904 太陽電池デバイス規格群の構成と IEC 60904 との対応 
 
 
 
 
IEC 60904-1 2006
Part 1: Measurement of photovoltaic
current-voltage characteristics
IEC 60904-1-1 2017
Part 1-1: Measurement of current-
voltage characteristics of multi-junction
photovoltaic (PV) devices
JIS C 8904-2 　 2011
第2 部：基準太陽電池デバイスに対する要
求事項
IEC 60904-2 2015
Part 2: Requirements for photovoltaic
reference devices
JIS C 8904-3　 2011 第3 部：基準太陽光の分光放射照度分布に
よる太陽電池測定原則
IEC 60904-3 2016
Part 3: Measurement principles for
terrestrial photovoltaic (PV) solar
devices with reference spectral
irradiance data
JIS C 8904-4 　 2014 第4 部：校正のトレーサビリティ確立手順 IEC 60904-4 2009
Part 4: Reference solar devices -
Procedures for establishing calibration
traceability
JIS C 8904-5 　 （予定）
第5 部：開放電圧法による等価セル温度の
決定
IEC 60904-5 2001
Part 5: Determination of the equivalent
cell temperature (ECT) of photovoltaic
(PV) devices by the open-circuit voltage
method
IEC 60904-6 Withdrawn
Part 6: Requirements for reference solar
modules
JIS C 8904-7 　 2011
第7 部：太陽電池測定でのスペクトルミス
マッチ補正の計算方法
IEC 60904-7 2008
Part 7: Computation of the spectral
mismatch correction for measurements
of photovoltaic devices
IEC 60904-8 2014
Part 8: Measurement of spectral
responsivity of a photovoltaic (PV)
device
IEC 60904-8-1 2017
Part 8-1: Measurement of spectral
responsivity of multi-junction
photovoltaic (PV) devices
JIS C 8904-9　 2017
第9 部：ソーラシミュレータの性能要求事
項
IEC 60904-9 2007
Part 9: Solar simulator performance
requirements
JIS C 8904-10　 2017 第10 部：線形性の測定方法 IEC 60904-10 2009
Part 10: Methods of linearity
measurement
JIS C 8960 2012 太陽光発電用語 IEC/TS 　61836 2007
Solar photovoltaic energy systems−
Terms, definitions and symbols
用語
JIS C 8904-1　 （予定） 第1 部：太陽電池I-V 特性測定方法
IEC 60904　Photovoltaic devices
JIS C 8904-8 　 （予定） 第8 部：太陽電池分光感度特性測定方法
JIS C 8904　太陽電池デバイス
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4.3 分光放射照度計の種類と各種分光放射センサのスペクト
ル感度 
本研究で使用した小型分光放射照度計は、CCD を受光素子としたアレイ型分光器によっ
て、現場で使用できるポータブルな製品となった。この特長を明らかにするために、分光放射
照度計の用途やこれに用いられる分光器の種類について概観する。 
現行の JIS R 3106 の測定に用いられる分光放射照度計が、「一般の化学分析用」を使用
すると規定されているように、分光放射照度計は、液体試料の吸収測定に使用する化学分析
用の分光光度計として発展してきた。 
分光放射照度計・分光光度計に使われる分光器は、走査型分光器（モノクロメータ）とアレイ
分光器（ポリクロメータ・マルチチャンネル分光器）に大別される。 
走査型分光器は、入光に対してプリズムや回折格子を可動させて分光したスペクトルを、順
次走査し、単一検出器（モノクロメータ）に照射させて測定する。広いダイナミックレンジと高い
スペクトル分解能が特長であり、化学分析用として、可視紫外分光光度計・赤外分光光度計
に古くから用いられてきた方式である。波長感度の異なるシリコン検出器、 光電子増倍管(ホ
トマル,PMT：photomultiplier tube) 、InGaAs 検出器などの複数の検出器を組み合わせて、
190～5000 nm の広帯域の測定が可能な走査型分光器もある（図 4-15）。また、この走査型分
光器を採用した化学分析用の分光光度計は、一般的には研究室で使われるために、機器重
量が 20kg 以上ある大型の据置専用の製品がほとんどである（図 4-16）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-15 走査型分光器（シングルモノクロメータ）の例 [34]  
(波長範囲 190～5000 nm：回折格子 3 個と検出器 3 個を使用) 
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走査型に対して、アレイ分光器（ポリクロメータ）は、回折格子を固定し、分光したスペクトル
を CCD,CMOS などのアレイ型検出器で同時に検出する（図 4-17）。可動部分がないため、堅
牢で非常に小型（図 4-18）にでき、計測時間も短く、工業用途に向いている。CCD(Charge-
Coupled Device/電荷結合素子)は、シリコン半導体素子のフォトダイオードをアレイ化し、電荷
(charge)を信号として順次転送することができる。1970 年代に開発が始まり、1980 年頃からカ
ラーテレビカメラ用として実用化され、1990 年台にはデジタルカメラの素子として大量に生産さ
れるようになった。 
なお分光測定用 CCD は、分光したスペクトルの波長方向に合わせて、単列の素子が線状
に配列されるためリニア CCD センサと呼ばれ、二次元の平面状に素子が配列される画像用
の CCD と区別されている（図 4-19）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-16 走査型分光器を搭載した紫外可視近赤外分光光度計の例 [35] 
図 4-17 アレイ分光器（ポリクロメータ）の光学系の例 [38] 
図 4-18 コンパクトなアレイ分光器（ポリクロメータ）の例 [36] 
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CCD センサも太陽電池も光電変換の原理は同じである。シリコン半導体の pn 接合に光を
照射すると p 型半導体側は正に帯電し、ｎ型半導体側は負に帯電し、光起電力が発生する。 
このシリコンフォトダイオードには特有の分光感度特性があり、シリコン系太陽電池と同様
に、シリコン半導体をベースとする CCD センサは、図 4-20 のように 200～1100nm が実用感
度になっている。参考として 図 4-21 にシリコン系太陽電池の基準セルの分光感度を示す。 
1100nm を超える近赤外線域を測定する場合は、シリコンフォトダイオードに比べて長い波
長に感度を持つ InGaAs（インジウム・ガリウム・ヒ素）フォトダイオードが使われる。InGaAs フォ
トダイオードは、In と Ga の組成比によって感度範囲が変化し、2600nm までカバーすることが
できる。リニア InGaAs センサは、これをリニアアレイ化したものであり、900～2550nm の近赤外
線域のアレイ分光器に使用される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-19 リニア CCD センサ （2048pixel）の例 [37]  
図 4-20 リニア CCD センサ，リニア InGaAs センサの波長計測域の例 [38]に加筆 
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表 4-3 に JIS における太陽電池評価用のソーラーシミュレータ（疑似太陽光源）の基準太
陽光とのスペクトル合致度を測定する波長帯域を示す。ソーラーシミュレータは、キセノンラン
プやハロゲンランプを光源としているため、このスペクトル分布を太陽光スペクトルと完全に一
致させることは困難である。このため、ソーラーシミュレータの波長帯域毎に含まれる放射エネ
ルギーの分布が、基準太陽光スペクトルと比較し、許容範囲にあることを確認する指標として
スペクトル合致度が定められている。 
図 4-21 のシリコン系太陽電池の基準セルの分光感度と見比べると理解し易いが、JIS C 
8912 :2011 結晶系太陽電池測定用ソーラーシミュレータでは、結晶シリコン半導体の発電特
性によって、400～1100nm のソーラーシミュレータの合致度を要求している。同様に JIS 
C8933 アモルファス太陽電池測定用ソーラーシミュレータについては、発電特性に基づき、
350～750nm と規定されている。多接合型太陽電池は、シリコン系太陽電池の変換効率の限
界を改善するためにエネルギーバンドギャップの異なる材料を多層化したものである。材料の
違いや組み合わせによる変換効率を高精度に検証するために、JIS C 8942 2009 多接合太
陽電池測定用ソーラーシミュレータでは、結晶系太陽電池測定用よりも、波長帯域を細かく区
切って相対エネルギー分布を規定しているが、波長帯域は、350～1100nm である。 
このように CCD センサを検出器に用いたアレイ分光器は、300～1100nm を測定域とするの
で、JIS に規定される結晶系太陽電池やアモルファス太陽電池の評価に用いることができる。  
図 4-21  シリコン系太陽電池の基準セルの分光感度 [39] 
c-Si(結晶シリコン) α-Si(アモルファス) μ-Si(マイクロシリコン)型 
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太陽光発電協会の 2017 年度第 1 四半期の日本における太陽電池出荷量の統計 [31]に
よると、モジュールの総出荷量におけるシリコン系太陽電池（単結晶+多結晶）の占める割合
は、86％であり大多数を占める。このように、シリコン系太陽電池の出荷量の増加とともに、
CCD アレイ分光器を用いた分光放射照度計の需要も拡大してきたと考えられる。 
なお、表 4-3 の CIGS 太陽電池は、Cu,In,Ga,Se(銅、インジウム、ガリウム、セレン)の化合物
による半導体である。この CIGS 太陽電池評価用のソーラーシミュレータの規格については、
まだ JIS 化されていない。CIGS 太陽電池は、シリコン系と異なり、1100nm 以上の感度帯域を
持つため、日本工業標準調査会の標準仕様書 （TS: Technical Specifications) TS C0050 で
は、ソーラーシミュレータの合致度を波長帯域 400～1300nm として規定している。このため、
近赤外線域が、CCD をセンサとしたアレイ分光器の測定範囲を超えるため、InGaAs リニアイメ
波長帯域
(nm)
相対エネル
ギー分布
波長帯域
(nm)
相対エネル
ギー分布
波長帯域
(nm)
相対エネル
ギー分布
波長帯域
(nm)
相対エネル
ギー分布
350～400 6.20% 350～400 4.10%
400～450 11.80% 400～450 7.80%
450～500 14.90% 450～500 9.80%
500～550 14.60% 500～550 9.70%
550～600 14.30% 550～600 9.40%
600～650 13.80% 600～650 9.10%
650～700 12.90% 650～700 8.50%
700～750 11.50% 700～750 7.60%
750～800 6.70%
800～850 6.20%
850～900 5.80%
900～950 3.40%
950～1000 3.80%
1000～1050 4.40%
1050～1100 3.80%
1100～1300 9.00%
合計 100% 合計 100% 合計 100% 合計 100%
15.90%
900～1100 14.50%
未定義
未定義
700～800 14.90% 700～800 13.60%
未定義
800～900 12.50% 800～900 11.30%
900～1100
500～600 19.90% 500～600 18.10%
600～700 18.40% 600～700 16.70%
未定義 未定義
400～500 18.40% 400～500 16.80%
結晶系太陽電池
JIS C 8912
アモルファス系太陽電池
JIS C 8933
/色素増感型太陽電池
OITDA-PV01
多接合系太陽電池
JIS C 8942
CIGS太陽電池太陽電池
TS C0050
表 4-3 JIS 規格における太陽電池用ソーラーシミュレータの要求事項 [40] 
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ージセンサによるアレイ分光器を併用する必要があり、広帯域の太陽電池評価用の分光放射
照度計として、シリコン半導体向けの CCD アレイ分光器と InGaAs リニアイメージセンサを搭
載したものが製品化されている。本研究でも参考データ取得用として使用した。 
分光放射照度計は、研究室で使われる化学分析用の走査型分光器（モノクロメータ）の大
型でとても高価な製品としての印象が強かった。しかし、アレイ分光器を用いる小型分光放射
照度計は、デジタルカメラ用 CCD の普及を技術的な背景とし、地球温暖化対策としての太陽
電池モジュールの市場規模の拡大による検査需要によって、建築の現場でも使えるような小
型・堅牢で安価製品となった。そして、シリコン系太陽電池の発電特性、分光検出器としての
測定範囲 300～1100nm は、シリコン半導体の pn 結合による光感度特性（エネルギーバンド
ギャップ）によって、決定されていることが判った。 
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5 日射熱取得率の簡易測定法の開発 
5.1 日射熱取得率測定の基本式 
JIS A 1493：2014 『窓及びドアの熱性能－日射熱取得率の測定』においては、「窓及びド
アの日射熱取得率（η）（日射侵入率と同義）は，照射日射取得熱量の照射日射熱量に対す
る比であるから，日射遮蔽物の有無にかかわらず式(1)によって求められる」と定義されてい
る。さらに「照射日射によって生じる熱伝達率の変化等の影響は，全て日射熱取得率に含
まれるものとする」としている。また日射の波長域は、JIS R 3106 に基づき 300-2500nm とし
た。 
η＝QGain / QSolar                        ･･････（1） 
  QGain ：照射日射取得熱量                  ［W］ 
QSolar ：照射日射熱量                      ［W］ 
5.2 現場簡易測定法における日射熱取得率の算定プロセス 
本研究では、式（1）の屋外の照射日射熱量と室内への照射日射取得熱量を、式（2）のよ
うにガラス窓単位面積当たりの照射日射照度及び照射日射取得照度と捉え直し、さらに、
照射日射取得照度を、透過日射照度、吸収・再放射熱流束及び貫流熱流束に分離し、1.3
で述べる小型分光放射計を用いて測定することによって、日射熱取得率 η を算出する方法
を提案する。この式（2）を図 5-1 に図示した。 
   η＝QGain / QSolar 
 ＝IGain / ISolar 
 ＝（Ig_in 300-2500nm ＋ qg_si － qu_d ）/ Ig_ex 300-2500nm      ･･････（2） 
IGain      ：照射日射取得照度           ［W/㎡］ 
ISolar      ：照射日射照度               ［W/㎡］ 
Ig_ex 300-2500nm：照射日射照度の測定値       ［W/㎡］ 
（ガラス法線成分，波長 300-2500nm） 
Ig_in 300-2500nm：透過日射照度の測定値       ［W/㎡］ 
（ガラス法線成分，波長 300-2500nm） 
qg_si      ：室内側ガラス表面からの再放射・対流 ［W/㎡］ 
qu_d       : 昼間の貫流熱流束            ［W/㎡］ 
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なお、式（2）の貫流熱流束によって日射熱取得を補正する方法は、ISO15099 Thermal 
performance of windows, doors and shading devices— Detailed calculations の日射熱取得
率の定義である式（3）の分子において、日射照射時の熱流から日射の無い時の熱流（貫流
熱流束に相当）を減じていることに準拠している。 
   η＝（qint － qint(ISolar =0)）/ ISolar      ･･････（3） 
qint      ：日射照射時に室内に流入する熱流束      ［W/㎡］ 
q int(ISolar =0)  : 日射の無い時に室内に流入する熱流束    ［W/㎡］ 
 
具体的な日射熱取得率ηの算出法は、次の STEP 0～5 の手順による。 
STEP 0 補正係数の設定 
STEP 1 分光放射照度の測定 
STEP 2 照射日射照度，透過日射照度の算定 
STEP 3 再放射および対流熱量 qg_siの算定 
STEP 4 DSF の熱貫流率 UDSFと昼間の貫流熱量の算定 
STEP 5 日射熱取得率の算定 
STEP 2 において、照射日射照度、透過日射照度は、小型分光放射照度計の測定
値に補正係数を乗じてレンジを補正し、入射角の余弦を乗じて、ガラス法線面成分とし
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 5-1  DSF の日射熱取得率の現場簡易測定モデル 
DSFキャビティ内温度　θc　
θin　室内温度
再放射・対流熱量qg_si
UDSF  　DSFの熱貫流率
θg_si　室内側ガラス表面温度
 屋外温度 θex　
屋外
 貫流熱量（昼間）qu_d   
室内
  照射日射取得照度　IGain　＝ Ig_in　＋　qg_si － qu_d
透過日射照度Ig_in 
照射日射照度Isolar　
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(1)  STEP 0 補正係数の設定  
後述のように、小型分光放射照度計の測定レンジは 300-1100nm のため、300-
2500nm の日射照度に変換する補正係数を設定する。 
 
1) 照射日射照度の測定値の補正係数 βstd を式(4)と設定する。 
βstd は基準太陽光の分光放射照度分布（JIS C 8904-3：2011 『太陽電池デ
バイス―第3 部：基準太陽光の分光放射照度分布による太陽電池測定原則』，
以下 基準太陽光）から求めた 300-2500nm の累積積分放射照度に対する
300-1100nm の累積積分放射照度 Istd300-1100nm の比とした。 
後述の図 5-2 に示すように、Istd300-2500nm は 990 W/㎡、Istd300-1100nm は 802  
W/㎡ であるため、βstd は、1.23（＝802/990）となる。 
また 4 で記載したように、基準太陽光のエアマスは 1.5 であり、分光放射照
度分布には、直達日射及び散乱日射を含んでいる。 
 
   βstd ＝Istd300-2500nm / Istd300-1100nm                                    ･･････（4） 
Istd300-2500nm ：基準太陽光の 300-2500nm の累積積分放射照度 ［W/㎡］ 
Istd300-1100nm ：基準太陽光の 300-1100nm の累積積分放射照度 ［W/㎡］ 
 
2) 透過日射照度の測定値の補正係数 βg を式（5）と設定する。 
βg はガラスの分光透過率（JIS R3106: 1998『板ガラス類の透過率・反射
率・放射率・日射熱取得率の試験方法』に基づく仕様値，以下 JIS 仕様値）
と基準陽光から求めたガラス透過後の 300-2500nm の累積積分放射照度
Ig_std300-2500nm に対する 300-1100nm の累積積分放射照度 Ig_std300-1100nm の比と
した。 
近赤外線域の遮蔽性能が高いガラスほど、βg は 1 に近づく。後述の図 
6-19 に示すように、フロートガラスの βg が 1.21 であるのに対して、Low-E 複層
ガラスの βg はシングルコーティング 1.07，ダブルコーティング 1.02，トリプルコ
ーティング 1.00 となっている。したがって、高性能な Low-E 複層ガラスでは、
300-1100nm の累積積分放射照度 Ig_std300-1100nm  の測定値をほとんど補正せ
ずに使用できることになる。 
 
   βg＝Ig_std300-2500nm / Ig_std300-1100nm                              ･･････（5） 
Ig_ std 300-2500nm：ガラスの分光透過率と基準太陽光の分光放射照度から算
出した 300-2500nm の累積積分放射照度 ［W/㎡］ 
Ig_ std 300-1100nm：同上 300-1100nm の累積積分放射照度 ［W/㎡］ 
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 (2)  STEP 1 分光放射照度の測定 
 
1) 2 台の小型分光放射照度計を同時に使用して、屋外、DSF 通過後の 
      分光放射照度(300-1100nm)を測定する。 
 
2) 上記の測定値から 300-1100nm の累積積分放射照度を求める。 
 
Ig_ex'300-1100nm：屋外の累積積分放射照度（300-1100nm）の測定値［W/㎡］ 
Ig_in'300-1100nm ：DSF 通過後の累積積分放射照度（300-1100nm）の測定値 
［W/㎡］ 
 
 (3)  STEP 2 照射日射照度，透過日射照度の算定 
 
1) 補正係数 βstd ，βg を各々累積積積分放射照度（300-1100nm）の測定値
に乗じて、300-2500nm の値に補正する。 
 
屋外の累積積分放射照度の補正値（300-2500nm） 
Ig_ex'300-2500nm ＝ βstd・Ig_ex'300-1100nm ［W/㎡］･････（6） 
 
DSF 通過後の累積積分放射照度の補正値（300-2500nm） 
Ig_in'300-2500nm ＝ βg・Ig_in'300-1100nm ［W/㎡］･････（7） 
 
2) ガラス面への入射角 i の余弦を乗じて、法線成分を照射日射照度、透過
日射照度の算定値とする。 
 
Ig_ex 300-2500nm ＝ cos i ・Ig_ex'300-2500nm     ･･････（8） 
Ig_in 300-2500nm  ＝ cos i ・Ig_in'300-2500nm    ･･････（9） 
 
 (4)  STEP 3  再放射・対流熱量 qg_siの算定 
 
1) 室内側ガラス表面温度θg_si を測定する。 
 
2) 室内側表面熱伝達率 hsi を室内側ガラス表面温度と室温の差に乗じて、
再放射・対流熱による室内側ガラスからの伝熱量 qg_si を算定する。
なお、hsi の値は、室内側にコーティングやフィルムを貼付しないこ
とを前提条件に、JIS A 1493 表-3 に準じ、8 W/㎡･K とした。 
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qg_si＝hsi・（θg_si － θin_d ）                         ･･････（10） 
θg_si ： 室内側ガラス表面温度              ［℃］ 
θin_d ： 昼間の室内温度                     ［℃］ 
hsi   ： 室内側表面熱伝達率           8 W/㎡･K 
 
 (5)  STEP 4 貫流熱量・DSF の熱貫流率 UDSF算定 
 
1) 日射の影響のない夜間に測定した各部の温度と、既知の室内側ガラス
の熱貫流率 Ug_i から、貫流熱流束 qu_n を求め、DSF の熱貫流率 UDSF
を算定する。 
 
qu_n  ＝Ug_i ･（θin_n－θc_n）              ･･････（11） 
 
UDSF  ＝qu_n /（θin_n－θex_n）              ･･････（12） 
qu_n  : 夜間の貫流熱流束                  ［W/㎡］ 
θin_n  : 夜間の室内温度                     ［℃］ 
θex_n : 夜間の屋外温度                     ［℃］ 
θc_n  : 夜間の DSF キャビティ内温度         ［℃］ 
Ug_i   : 室内側ガラスの熱貫流率        ［W/㎡･K］ 
UDSF  : DSF の熱貫流率                ［W/㎡･K］ 
 
2) 昼間（分光日射照度測定時）の貫流熱流束 qu_d を、前述の DSF の熱
貫流率 UDSF と室内外温度差から算定する。 
 
qu_d ＝ UDSF ・（θin_d－θex_d）            ･･････（13） 
qu_d  : 昼間の貫流熱流束                 ［W/㎡］ 
θex_d : 昼間の屋外温度                     ［℃］ 
 
 (6)  STEP 5 日射熱取得率の算定 
日射熱取得率ηを STEP 1～4 で求めたガラス面積当たりの照射日射照度及
び照射日射取得照度から算定する。照射日射取得照度は、透過日射照度に室
内側ガラス表面からの再放射・対流熱量を加え、熱貫流の影響を減じて算出する。
下記に式(2)を再掲する。 
 
η ＝（Ig_in 300-2500nm ＋ qg_si － qu_d ）/ Ig_ex 300-2500nm  ･･････（2）  
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5.3 測定機材 
表 5-1 に DSF の日射熱取得率の簡易現場測定法に使用した小型分光放射計の仕様
を示す。 
小型分光放射計は、結晶系太陽電池評価用のソーラーシミュレータのスペクトル合致度
を判定するために開発された製品である。300-1100nm の測定レンジを備える。結晶系太陽
電池用の分光放射計は、市場ニーズが高いため開発が進み、コンパクトになり、国内外のメ
ーカーから多様な製品が入手できるようになった。本研究で使った機種の本体重量は約
1kg であり、測定者 1 人で、容易に現場建物への搬入・設置を行うことができる。 
小型分光放射計の測定レンジ 300-1100nm は、JIS R3106 で規定する計測範囲 300-
2500nm より狭い。しかし、図 5-2 に示すように、基準太陽光の分光放射照度の分布は
550nm を最大値とする山形となっており、近紫外線から近赤外線 300-1100nm の累積積分
放射照度は、81%を占める。 
また、板ガラスは工業製品として JIS・ISO 等に規定される方法で 300-2500nm までの分
光透過率が既知であるため、透過日射照度の 300-1100nm の測定値を補正し、各部の温
度計測から再放射・対流熱量，熱貫流量を算定することで、DSF が内蔵するブラインド等の
日射遮蔽物の効果を推定し、日射熱取得率を工学的に把握できると考えた。 
 
 
 
 
表 5-1 分光放射計の仕様 
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図 5-2 基準太陽光の分光放射照度分布（300-2500nm）と 
小型分光放射計の測定レンジ（300-1100nm） 
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6 サンプルガラスの実測による実証準備 
6.1 実験の目的と概要 
小型分光放射計の分光透過照度の測定精度を確認するために、JIS 仕様値として、分光
透過率が既知の板ガラスに対する日射透過率の実測を行った。実測に使用したサンプル
ガラスは、表 6-1 に示す 8 種類である。 
表 6-1  サンプルガラスの仕様 
 
 
 
 
 
 
 
現場の簡易測定では、現地の太陽光が光源になるので、サンプルガラスの実測において
も、太陽光を光源とした。2 台の小型分光放射計を 1 セットとし、太陽光（直達日射及び散
乱日射）とガラス透過後の分光放射照度の計測を同時に行った。 
図 6-1 にサンプルガラス実測時の小型分光放射計のレイアウトと実験の写真を示す。 
実測場所には、日当たりの良い千葉大学工学部 10 号棟 3 階の南側バルコニーを使用
した。この実測地の座標は、緯度 35.6°、経度 140.1°である。 
小型分光放射計（NO.1）は基準となる太陽光分光放射照度の測定に使用し、小型分光
放射計（NO.2）は、サンプル板ガラス透過後の分光放射照度に使用した。 
なお図 6-1 の分光放射計（NO.3）は、参考用として使用した波長域 300-2200nm を計測
可能な広帯域分光放射計である。仕様を前掲の表 5-1 に示す。 分光放射計（NO.3）は、1
台のみであるため、太陽光とガラス透過後の分光放射照度の両方の状態を切り替えて測定
したが、同時性を確保できないため、本論文の解析には使用しないこととした。 
7  Low-E複層ガラスダブルコーティング 6mm+A6+6mm 0.29
8  Low-E複層ガラス　トリプルコーティング 6mm+A6+6mm 0.23
5 熱線吸収ガラス（グレー） 6mm 0.46
6  Low-E複層ガラスシングルコーティング 6mm+A6+6mm 0.49
3 熱線反射ガラス（クリア） 6mm 0.64
4 熱線反射ガラス（グレー） 6mm 0.37
1 フロート透明ガラス 3mm 0.87
2 高遮蔽性能熱線反射ガラス 6mm 0.07
ガラス種別 ガラス厚・構成 日射透過率
300-2500 nm
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図 6-2 にサンプルガラス実測の準備として、同時に使用する 2 台の小型分光放射計の
計測値の差違を太陽光で測定し、確認を行った結果を示す。2 台の分光放射照度の計測
値の比の平均は、98.9%であった。 
 
 
 
 
 
 
図 6-2 2 台の小型分光放射計の太陽光計測値の比較 
図 6-1 サンプルガラス実測時の分光放射計のレイアウトと写真 
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6.2 分光透過率の測定結果 
8 種類のサンプルガラスの小型分光放射計による分光照度の測定結果とこれに基づく分
光透過率の算定結果を図 6-3 から図 6-18 に示す。分光透過率は、各波長における太陽
光の分光放射照度とガラス透過後の分光放射照度の比として算定される。 
図 6-3 は、フロート透明ガラスの小型分光放射計による分光放射照度の測定値、同時刻
に測定した日射の分光放射照度の測定値である。これらの測定値から算出した分光透過
率と JIS 仕様値を図 6-4 に示した。測定値からは、可視光から近赤外線域まで透過するフ
ロートガラスの分光特性を読み取れる。分光透過率の JIS 仕様値と、測定値から求めた分
光透過率は、700nm から 1100nm に掛けて乖離する傾向があるが、350nm 以上では分光
透過率自体の値が 0.7 以上と大きいため、波長ごとの重価係数を乗じて計算した 300-
1100nm の日射透過率の仕様値と測定値の差は、表 6-2 にまとめたように 0.01 に留まる。
図 6-7 及び図 6-8 の熱線反射ガラス（クリア）についても、フロートガラスと同様に、日射透
過率の測定結果が、仕様値を上回る傾向にあり、このため 300-1100nm の日射透過率の仕
様値と測定値の差は 0.09 となり、8 種類のサンプルガラスについて行った 13 ケースの測定
値中で最も大きい。 
しかし、これらの測定ケース以外は、分光透過率の測定値と JIS 仕様値の差異は小さい
結果となった。 
図 6-17 はトリプルコーティング Low-E 複層ガラスの小型分光放射計の測定値であり、図 
6-18 はこれから算出した分光透過率と JIS 仕様値である。、図 6-18 において、測定値と
JIS 仕様値の差違は 500nm 付近で生じた 0.02 程度であり、他の波長域は非常によく一致
している。 
他の 5 種類のガラスである高遮蔽性能熱線反射ガラス、熱線反射ガラス（グレー）、熱線
吸収ガラス （グレー）, Low-E 複層ガラス シングルコーティング、 Low-E 複層ガラス ダブ
ルコーティングにおいても、図 6-6，図 6-10 ，図 6-12，図 6-14，図 6-16 に示すように、
測定値から算出した分光透過率と JIS 仕様値の分光透過率が各波長で概ねよく一致して
いる傾向が見られた。 
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図 6-3 小型分光放射計による分光放射照度の計測 
フロート透明ガラス 3mm 
 
図 6-4 分光放射照度計測値に基づく分光透過率の算定結果 
フロート透明ガラス 3mm  
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図 6-5 小型分光放射計による分光放射照度の計測 
高遮蔽性能熱線反射ガラス 6mm 
 
図 6-6 分光放射照度計測値に基づく分光透過率の算定結果 
高遮蔽性能熱線反射ガラス 6mm  
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図 6-7 小型分光放射計による分光放射照度の計測 
熱線反射ガラス（クリア） 6mm 
 
図 6-8 分光放射照度計測値に基づく分光透過率の算定結果 
熱線反射ガラス（クリア） 6mm  
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図 6-9 小型分光放射計による分光放射照度の計測 
熱線反射ガラス（グレー） 6mm 
 
図 6-10 分光放射照度計測値に基づく分光透過率の算定結果 
熱線反射ガラス（グレー） 6mm  
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図 6-11 小型分光放射計による分光放射照度の計測 
熱線吸収ガラス（グレー） 6mm 
  
図 6-12 分光放射照度計測値に基づく分光透過率の算定結果 
熱線吸収ガラス（グレー） 6mm  
 65 
 
 
図 6-13 小型分光放射計による分光放射照度の計測 
Low-E 複層ガラス シングルコーティング 6mm+A6+6mm 
 
図 6-14 分光放射照度計測値に基づく分光透過率の算定結果 
Low-E 複層ガラス シングルコーティング 6mm+A6+6mm  
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図 6-15 小型分光放射計による分光放射照度の計測 
Low-E 複層ガラス ダブルコーティング 6mm+A6+6mm 
 
図 6-16 分光放射照度計測値に基づく分光透過率の算定結果 
Low-E 複層ガラス ダブルコーティング 6mm+A6+6mm  
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図 6-17 小型分光放射計による分光放射照度の計測 
Low-E 複層ガラス トリプルコーティング 6mm+A6+6mm 
 
図 6-18 分光放射照度計測値に基づく分光透過率の算定結果 
Low-E 複層ガラス トリプルコーティング 6mm+A6+6mm  
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6.3 日射透過率の測定精度 
小型分光放射計の測定レンジにおける日射透過率の測定精度を検証するために、300-
1100nm までの累積積分放射照度から、このレンジの日射透過率を求め比較を行った。 
表 6-2 に示す 8 種類のガラスの 300-1100nm における日射透過率の計測値と JIS 仕様値
との誤差の最大値は、熱線反射ガラス（クリア）における 0.09 であったが、他の 13 ケースの誤
差は、-0.06～0.01 と小さく、誤差の絶対値の平均は 2.6%であった。この結果から、現場にお
ける簡易測定法に使用する測定器として、小型分光放射計の測定精度は十分であることが確
認できた。 
また、測定値との比較に使用した「分光透過率の仕様値と基準太陽光から算出した 300-
1100 nm の日射透過率」については、次節の表 6-3 に各ガラスの算出方法とその値を記載し
た。具体的には 300-1100 nm の日射透過率を、各ガラスの仕様値に基づく 300-1100nm まで
の透過累積放射照度を基準太陽光の 300-1100nm の累積累積放射照度で除した値として算
出した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 6-2  サンプルガラスの仕様と日射透過率 300-1100nm の測定結果 
測定機器
日射透過率
測定値
300-1100nmにおける
測定値と仕様値の差
τ g_std300-2500nm τ g_std300-1100nm τ g_obs300-1100nm
τ g_obs300-1100nm
-τ g_std300-1100nm
① ② ③ ③-②
2013/4/11 0.88 0.01
2013/4/12 0.86 -0.01
2013/4/11 0.08 0.01
2013/4/12 0.08 0.01
2013/4/11 0.71 0.09
2013/4/12 0.61 -0.01
2013/4/11 0.35 0.01
2013/4/12 - -
2013/4/11 0.44 -0.01
2013/4/12 0.42 -0.03
2013/4/11 0.51 -0.05
2013/4/12 0.53 -0.03
2013/4/11 0.34 -0.01
2013/4/12 - -
2013/4/11 0.22 -0.06
2013/4/12 0.23 -0.05
7
 Low-E複層ガラス
ダブルコーティング
6mm+A6+6mm 0.29 0.35
8
 Low-E複層ガラス
トリプルコーティング
6mm+A6+6mm 0.23 0.28
5
熱線吸収ガラス
（グレー）
6mm 0.46 0.45
6
 Low-E複層ガラス
シングルコーティン
6mm+A6+6mm 0.49 0.56
3
熱線反射ガラス
（クリア）
6mm 0.64 0.62
4
熱線反射ガラス
（グレー）
6mm 0.37 0.34
1 フロート透明ガラス 3mm 0.87 0.87
2
高遮蔽性能
熱線反射ガラス
6mm 0.07 0.07
NO.
JIS に基づく仕様値 測定値と仕様値の比較
ガラス種別 ガラス厚・構成
日射透過率
300-2500 nm
分光透過率の仕様値
と基準太陽光から算出
した300-1100 nmの
日射透過率
小型分光放射計
測定レンジ　300-1100 nm
計測年月日
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6.4 補正係数 ΒGの算出 
ガラス透過後の小型分光放射計による 300-1100nm の放射照度計測値から、300-
2500nm の放射照度を推測するために、前述の式(5)に示す補正係数 βg を求める。 
図 6-19 に、8 種類のサンプルガラスの JIS R3106 に基づく分光透過率のカタログデータ
から求めた基準太陽光のガラス透過後の累積積分放射照度と、これから算出した補正係数
βg を記載した。基準太陽光スペクトルの累積積分放射照度も図 6-19 のグラフ中に示した。
また、これらの累積積分放射照度と補正係数を表 6-3 にまとめた。 
フロート透明ガラスの補正係数 βg は 1.22、熱線反射ガラス（グレー）の βg は 1.26 と 1100-
2500nm の透過日射量が 300-2500nm の約 20～30%あるのに対して、Low-E 複層ガラスの
βg はシングルコーティング 1.07，ダブルコーティング 1.00，トリプルコーティング 1.00 であり、
わずか 0～7%に過ぎない。 
これは Low-E 複層ガラスが、日射のうち昼光照明に有効な可視光域は透過するが、冷
房負荷となる近赤外線域は透過しないためである。したがって、Low-E 複層ガラスを使った
外部遮蔽型窓システムの場合には、ガラス透過後の小型分光放射計による累積積分放射
照度の測定値をほとんど補正せずに使えることを意味する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-19 JIS 仕様値に基づくガラス透過後の累積積分放射照度と補正係数βg の算定 
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表 6-3 ガラス透過後の累積積分放射照度と補正係数βg の算定 
 
 
 
 
 
  
透過日射強度の
測定値の補正係数
βg
300-1100nm 300-2500nm 300-1100nm 300-2500nm
① ② ①/③ ②/④
W/㎡ W/㎡ － － －
フロート透明ガラス 714 868 0.87 0.87 1.22
高遮蔽性能熱線反射ガラス 61 73 0.07 0.07 1.20
熱線反射ガラス　（クリア） 509 642 0.62 0.64 1.26
熱線反射ガラス　（グレー） 281 367 0.34 0.37 1.31
熱線吸収ガラス　（グレー） 366 456 0.45 0.46 1.25
 Low-E複層ガラス　シングルコーティング 461 492 0.56 0.49 1.07
 Low-E複層ガラス　ダブルコーティング 285 286 0.35 0.29 1.00
 Low-E複層ガラス　トリプルコーティング 228 228 0.28 0.23 1.00
 照射日射強度の
測定値の補正係数
βstd
③ ④ ④/③
820 1,000 1.22
②/①
種別
透過累積放射照度
基準太陽光スペクトル
累積放射照度
日射透過率
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7 ダブルスキンファサードの現場実測 
7.1 実測建物の概要 
実測対象の建物概要を表 7-1 に、外観写真を図 7-1 に示す。基準階の東・西・南面の 3
面に単層型 DSF を採用した 22 階建ての事務所ビルである。図 7-2 の基準階平面図で判る
ように、ファサードの主方位は南面である。 
この DSF は高度な日射遮蔽性能を実現するために、DSF 内の自動制御ブラインドに加え、
室内側ガラスには遮熱型 Low-E 複層ガラス（シングルコーティング）を採用している。また、
DSF の通風換気口には自動制御ダンパが設置され、冬期は DSF を密閉し日射熱で DSF 内
温度を上昇させ、室内から屋外への熱貫流損失を抑止できる。 
 
表 7-1 実測建物の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
延 べ 面 積 65,000㎡ 主 用 途 事務所
階 数 地上22階／地下3階 建 設 地 東京都
構 造 S造・SRC造・RC 竣 工 年 2012年
単 層 型
ダブルスキン
の 構 造
ガ ラ ス
種 別
【外部】
フロートガラス
【室内側】
Low-E 複層ガラス
実 測 階 21階 実測日・天候 2013/1/28・晴天
図 7-1 実測建物の外観 
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図 7-2 実測階平面図における測定位置 
図 7-3 断面方向の測定位置 
図 7-4 小型分光放射照度計による透過分光放射照度の測定状況 
 73 
 
7.2 実測方法 
前述の STEP 1～5 に基づく実測を行った。冬期のため、実測期間中 DSF は非通気状態で
あった。前述の表 5-1 の小型分光放射計を 2 台使用し、同時刻の屋上と室内各面（図 7-2）
において日射法線方向の分光放射照度を測定した。図 7-4 は、室内側の小型分光放射照度
計の設置状況の写真である。 
図 7-2 及び図 7-3 に示す DSF 各部の温度は熱電対を用いて、8 日間の連続測定を行
い、日射の影響の無い時間帯の熱貫流率を算定した。なお実測階には、屋上から貫流熱の
影響を避けるため、最上階から 1 階下の 21 階を選んだ。 
 
7.3 実測結果 
DSF 各面の分光放射照度は、ブラインドのスラットの状態を変化させて測定した。 
ブラインド巻上時は、日射がフロート透明ガラスと Low-E 複層ガラスを透過し、室内に入射
する。またブラインド全閉のスラット角は 75°である。 
東面、南面、西面の測定は、各面に直達日射が入射する時刻に行った。表 7-2 に各面の
測定時刻における太陽の入射角、プロファイル角、Air mass などを示した。南面においては、
見かけの太陽方位角が 2.0°であり、ほぼ太陽と正対した時刻に計測を行っている。 
 
 
外壁方位 東面 南面 西面
計測年月日
計測時刻  10:50  13:20  16:20
傾斜角 90.0 ° 90.0 ° 90.0 °
壁面方位角 112.4 ° 202.4 ° 292.4 °
太陽方位角 161.8 ° 204.4 ° 241.4 °
見かけの太陽方位角 49.4 ° 2.0 ° -51.0 °
太陽高度 33.8 ° 32.1 ° 6.9 °
入射角 57.3 ° 32.2 ° 51.4 °
プロファイル角 45.9 ° 32.1 ° 11.0 °
Air mass 1.8 1.9 7.9
2013/1/28
表 7-2 各面計測時の入射角・Air mass 
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図 7-8～図 7-10 に、小型分光放射照度計を用いて、DSF 各面及び屋外で計測した分光
放射照度と、測定レンジ 300-1100nm で累積積分した照射日射照度、透過日射照度を示す。
図 7-8，図 7-9 の東，南面の屋外の分光放射照度の分布は、Air mass が 1.8，1.9 であるため
基準太陽光（Air mass 1.5）に近く、JIS C8912 に基づくスペクトル合致度 [32]は、表 7-3 に示
すように A 等級であった。 
図 7-10 の西面の屋外の分光放射照度測定時は、太陽高度が 6.9°と低く、Air mass が 7.9
と大きいため、基準太陽光と分布が大きく異なり、スペクトル合致度は C 等級であった。小型
分光放射計の測定値から照射日射照度への補正係数 βstd は、基準太陽光のスペクトル分布
に基づいているため、スペクトル合致度の低い西面の測定結果は、参考値とした。 
なお Air mass が大きいなどの理由で基準太陽光に対するスペクトル合致度の低い場合へ
の対応として、基準太陽光シミュレーションモデルの SMARTS を用いて、この Air mass に対
応する太陽光スペクトルを生成し、新たにこの太陽光スペクトルにおける 300-1100nm の累積
放射照度と 300-2500nm 累積放射照度の比から小型分光放射計の測定値から照射日射照度
への補正係数 βstd を求め、さらにガラスの透過日射照度の測定値に乗じる補正係数 βg を算定
して、適用することが考えられる。 
図 7-5 に DSF 各部の温度計測結果から、分光放射照度測定日の南面における日変動を
示した。南面の実測時の外気温は 10℃程度であるが、換気用ダンパを閉止していたため、13
時頃には、インナーガラスに用いた Low-E ガラスの DSF 内側表面温度は約 50℃まで上昇
し、室内表面ガラス温度は、室温よりも 7℃高い 34.8℃になった。 
図 7-11 に前述の式（10），(11)から算出した実測期間中の熱貫流率の測定値を示す。日射
の影響の無い夜間 22:00～6:00 の測定値の平均値から、DSF の熱貫流率 UDSF を 1.27 とし
た。 
これらの現場実測データから、前述の STEP1～5 に従って DSF の日射熱取得率を算定し
た結果を表 7-3 に示す。ブラインドスラット全閉時の日射熱取得率 η の測定値は、南面 0.09
となり、DSF の高い日射遮蔽性能が確認できた。 
表 7-3 における南面の DSF の算定結果を図 7-12 にグラフ化した。南面のスラット全閉時
の算定結果を解析すると、図 7-12 に示すように、照射日射取得照度 76.3W/㎡の内訳は、透
過日射照度 4.2W/㎡（6%）と僅かであり、ガラス表面からの再放射・対流熱流束が 56.0W/㎡
（73%）、貫流熱流束が 16.1W/㎡（21%）となっている。この結果から、スラット全閉時には、キャ
ビティ内のブラインドが効果的に日射の透過を遮断していることが判る。 
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また、キャビティ換気用ダンパを開放し、冷涼な外気で室内側ガラス表面温度を室温まで低
下できれば、約 70%を占める再放射・対流熱流束は 0 となり、日射熱取得率はさらに改善す
る。 
ちなみに郡らの論文 [33]における DSF の日射熱取得率の理論値（（透明）+（Low-E クリア
+透明），明色ブラインド，スラット 45°）は、非通気時において 0.17 とされ、通気によって 0.1 低
減（極限通気時）するとされている。  
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図 7-5 東面 DSF 各部の温度の日変動 2013/1/28 
図 7-6 南面 DSF 各部の温度の日変動 2013/1/28 
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図 7-7 西面 DSF 各部の温度の日変動 2013/1/28 
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図 7-8 分光放射照度の測定（東面） 
図 7-9 分光放射照度の測定（南面） 
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図 7-10 分光放射照度の測定（西面） 
 
 
  
図 7-11  DSF の熱貫流率の測定値 2013/1/28～2/6 
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図 7-12  南面における DSF の日射熱取得率の算定結果 
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8 結論 
ダブルスキンに代表される外部遮蔽型窓システムは、極めて高い日射遮蔽性能を持つが、
実建物において、日射熱取得率を測定し、日射遮蔽効果を検証することが困難であった。 
このため本研究では、竣工後の現場の性能検証において、建築設計者や建設施工者が自
ら測定できることを目指して、ポータブルな小型分光放射照度計を用いた外部遮蔽型窓シス
テムの日射熱取得率の簡易測定法を開発した。また普及している小型分光放射計の測定波
長域が 300-1100nm であるため、基準太陽光の分光放射照度分布や、既知のガラスの分光
透過率から、300-2500nm までの照射日射照度と透過日射照度に補正する方法を考案した。
この簡易計測法によるダブルスキンの日射熱取得率の実測を実建物において行い、実用性
を実証した。 
従来 JIS で規定されているガラスの透過率測定で用いられてきた化学分析用の分光放射
照度計は、走査型分光器を用いた据え置きを前提とした大型の測定器であった。しかし、デジ
タルカメラなどの撮像素子に使用される CCD を利用したアレイ分光器が開発され、これを搭
載した分光放射照度計が太陽電池評価用として、急速に普及した。普及と共に非常に小型化
され、建築の現場に持ち込めるポータブルな製品が容易に入手できるようになった。 
これらの小型分光放射照度計は、CCD のシリコンフォトダイオードの特性から、測定波長範
囲が 300-1100nm に限られている。しかし太陽光分光放射エネルギーにおいて、300-1100nm
は約 8 割と大半を占めている。 
小型分光放射照度計による照射日射照度と透過日射照度の測定値を、日射熱取得率の算
定に利用するために、測定値に乗じる補正係数を導出した。照射日射照度の測定値に乗じる
補正係数は、基準太陽光スペクトルの 300-1100nm の累積放射照度と 300-2500nm 累積放射
照度の比とし、本論文ではこの補正係数の値として 1.22 を提案した。 
ガラスの透過日射照度の測定値に乗じる補正係数は、ガラスの既知の分光透過率から、基
準太陽光スペクトルに対する 300-1100nm の累積透過放射照度と 300-2500nm 累積透過放
射照度を計算し、これらの比を補正係数とした。この補正係数の値は、近赤外線を透過するフ
ロートガラスでは 1.22 であるが、近赤外線を透過しない Low-E 複層ガラスでは 1 となる。 
日射熱取得率は、日射熱取得量を照射日射照度で除した値であり、次の方法で日射熱取
得量と照射日射照度を測定値から求めることとした。 
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照射日射照度と透過日射照度は、小型分光放射照度計を 2 台使って、室外と室内で同時
に測定した値に、前述の補正係数を各々乗じて算出する。 
日射熱取得量は、室内側への透過日射照度に室内側ガラス表面からの再放射・対流熱量
を加え、室内外温度差による貫流熱量を減じて算出する。室内側ガラス表面からの再放射・対
流熱量は、ガラス表面温度に総合熱伝達率を乗じて算定する。また、貫流熱量の算定に用い
るダブルスキンの熱貫流率は、日射が無い夜間のダブルスキン各部の温度測定値と既知のガ
ラスの熱貫流率から算出した値とした。 
小型分光放射計で分光透過率が既知のサンプルガラスを測定し、日射熱取得率の簡易測
定に十分な分光放射測定精度を得られることを確認した。 
ダブルスキンを採用した実建物において、開発した小型分光放射照度計を用いた日射熱
取得率の簡易測定法を用いた実測を行い、日射熱取得率の実測値を得て、本手法が実用可
能なことを実証した。 
本手法によるダブルスキン通気時の日射熱取得率の測定は、熱貫流率が確定できないた
め困難である。今後、通気による日射熱取得率の低減効果の範囲を推定する方法等を検討
し、ダブルスキン通気時の性能評価にも役立てるように検討を行っていきたい。また、外ブライ
ンド等の外部遮蔽型窓システムへの応用についても、検討、検証を重ねていきたいと考えて
いる。 
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付録 1 用語集 
本論文の用語の定義は、JIS に準じることとした。主として、JIS R 3106 板ガラス類の透過
率・反射率・放射率・日射熱取得率の試験方法の用語に準じ，JIS Z 8113 照明用語 及び
JIS C 8960 太陽光発電用語を参考にした。JIS 規格内でも、JIS R 3106，JIS Z 8113，JIS C 
8960 間で、同じ用語に対する定義に差違があることが判った。このため、表 1 に用語、定義お
よび出典を掲載した。 
表 1 用語、定義 
 
用語 英語 定義 出典
光
光束，放射束の区別にかかわらず，“分光”,“測光”,“光線”
などの用語において用いる“光”と“放射”は同義で、あっ
て，近紫外，可視光，赤外の放射に適用する。
JIS R 3106
日射
日射とは，直達日射，すなわち，大気圏を透過して地上
に直接到達する近紫外，可視及び近赤外の波長域（300
～ 2500 nm）の放射をいう。
JIS R 3106
日射 solar radiation 太陽放射 太陽からの電磁放射。
JIS Z8113
大気外日射
extraterrestrial solar
radiation
 地球の大気層の外縁に入射する日射
JIS Z8113
直達日射 direct solar radiation
大気外日射のうち，大気による選択的な減衰を経て平
行光線として地表面に到達する放射
量記号：E es 単位：ワット毎平方メートル [W･m − 2 ]
JIS Z8113
天空日射 diffuse sky radiation
大気外日射のうち，空気分子，エアロゾル粒子，雲の
粒子などによって散乱された結果として天空より地 表に
到達する放射。
量記号：E ed 単位：ワット毎平方メートル [W･m − 2 ]
JIS Z8113
全天日射
グローバル日射
global solar radiation
直達日射と天空日射の総称
量記号：E eg 単位：ワット毎平方メートル [W･m − 2 ]
JIS Z8113
反射日射
日射地表面及び日射を受けるあらゆる面による全天日射
の反射による放射。
JIS R 3106
直射日光 sunlight
直達日射の可視域部分。 備考  光放射の光化学効果を扱
う場合には，通常， 可視域よりも広い波長域に用いられ
る。
JIS Z8113
天空光 skylight
天空日射の可視域部分。備考  光放射の光化学効果を扱う
場合には，通常， 可視域よりも広い波長域に用いられ
る。
JIS Z8113
昼光 daylight
全天日射の可視域部分，直射日光と天空光の総称。
備考  光放射の光化学効果を扱う場合には，通常， 可視
域よりも広い波長域に用いられる。
JIS Z8113
昼光
国際照明委員会（略称CIE: International Commission on
Illumination）が定めたCIE昼光を意味する。
JIS R 3106
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表 1 用語、定義 （続き 1） 
 
 
 
用語 英語 定義 出典
太陽定数
（たいようてい
すう）
solar constant
太陽と地球が平均距離にある場合に，太陽光線に垂直
な面に大気外日射によって生じる放射照度。
量記号：E e,o 備考  E e,o ＝(1 367±7) W･m − 2   世界
気象機構の CIMOVIII * （1981 年 10 月，メキシコ市）
の最終報告 No.590 による。
注* CIMO : Commission for instruments and methods
of observation
JIS Z8113
日光定数
（にっこうてい
すう）
sunlight constant
太陽と地球が平均距離にある場合に，太陽光線に垂直な
面に大気外日射によって生じる照度。
JIS Z8113
光束 luminousflux
放射の波長ごとの放射束（radiantenergy flux）と視感度
の値の積の数値を波
長について積分したものである
JIS Z8113
スペクトル
［放射の］
spectrum
 (of a radiation)
放射の単色成分を，波長又は周波数の順に並べて表示し
たもの。備考1.  スペクトルの形によって，例えば，線ス
ペクトル，連続スペクトルと呼ぶ。2.放射と物質との相
互作用の大きさを，波長又は周波数の順に並べ表したも
のに対しても用いる。例  吸収スペクトル，励起スペクト
ル
JIS Z8113
分光［修飾語］
1. 放射に対する物体の性質を表す量 X を単色放射に 関し
ていう場合，その量の名称の前に付ける修飾
語。 量記号：X（ λ ） 例  分光反射率，分光応答度 2.
放射量 X e の分光密度 X e, λ 又は分光分布 X e, λ （ λ
）を いう場合，その量の名称の前に付ける修飾語。
例  分光放射束［放射束の分光密度］，分光放射束 分布
［放射束の分光分布］ 備考  波長の代わりに周波数 ν を
用いることがあ る。この場合の量記号は 定義 1.  のとき
X ( ν )  で表し， 定義 2.  のとき X e, ν 又は X e, ν   (
ν )  で表す。
JIS Z8113
分光分布 spectral distribution 分光密度 Xe,λの 波長λに対する分布
JIS Z8113
可視放射
visible radiation
人の目に入って，直接に，視感覚を起こすことができる
放射。
備考  可視放射の波長限界は，一般に短波長側を 360 nm
から 400 nm の間， 長波長側を 760 nm から 830 nm の
間にとる。
JIS Z8113
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表 1 用語、定義 （続き 2） 
 
  
用語 英語 定義 出典
赤外放射
波長が可視放射の波長より長く 1 mm までの放射。
 備考  CIE では通常，波長 780 nm∼1 mm の範囲 を，次
のように区分する。
 IR-A     780∼1 400 nm IR-B     1.4∼    3 µm IR-C     3 µm
∼  1 mm
紫外放射 ultraviolet　radiation
波長が可視放射の波長より短く 1 nm までの放射。 備考
CIE では通常，波長 100 nm∼400 nm の範囲 を，次のよ
うに区分する。 UV-A     315∼400 nm UV-B     280∼315
nm UV-C     100∼280 nm
JIS Z8113
近赤外波長域
 可視光線より長波長側の日射で,波長が 780 nm∼2 500
nm の波長域
JIS K 5675
分光放射計 spectroradiometer
与えられた波長領域にわたって放射量の分光密度を測定
する計測器。
JIS Z8113
分光光度計，
分光測光器
spectrophotometer
同一波長において，二つの放射量の分光密度の比を測定
する計器。
JIS Z8113
放射量 radiant quantity
放射及びその密度並びにこれらの時間積分量などの
総称
JIS Z8113
放射エネルギー  radiant energy 放射束Фeの,ある与えられた時間∆tにわたる時間積分
JIS Z8113
放射照度 irradiance
放射を受ける面の単位面積当たりに入射する放射束。
量記号:Ee,E　単位:ワット毎平方メートル [W･m−2]
JIS Z8113
照度 illuminance
放射を受ける面の単位面積当たりに入射する光束。
量記号:Eυ,E　単位:ルクス [lx],ルーメン毎平方メートル
[lm･m−2]
JIS Z8113
可視光透過率
ガラス面に垂直に入射する昼光の光束について，透過光
束の入射光束に対する比。
JIS R 3106
可視光反射率
ガラス面に垂直に入射する昼光の光束について，反射光
束の入射光束に対する比。
JIS R 3106
日射熱取得率
窓ガラス面に垂直に入射する日射について，ガラス部分
を透過する日射の放射束と，
ガラスに吸収されて室内側に伝達される熱流束との和
の，入射する日射の放射束に対する比。
JIS R 3106
放射率
ガラス板が空間に放射する熱放射の放射束
（radiantpower）の，同じ温度の黒体が放射する熱放射
の放射束に対する比。
JIS R 3106
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用語 英語 定義 出典
アルベド albedo
ある表面の入射光に対する反射光の強さの比。全波長成
分についての平均値で表す。太陽光発電の分野において
は太陽光に対する地表面の反射率をいう。
JIS C 8960
エアマス air mass (AM)
地球大気に入射する直達太陽光が通過する路程の，標準
状態の大気（標準気圧1 013 hPa）に垂直に入射した場合
の路程に対する比。AM と略記することが多い。
JIS C 8960
周囲温度
（外気温度）
ambient temperature
通気された容器内で太陽光の放射から隔離した状態にお
いて温度計によって測定した空気の温度。単位：℃
JIS C 8960
大気透過率 atmospheric transmissivity
単位距離として鉛直方向の大気の厚さ（エアマス＝1）を
とったときの，入射光に対する透過光の比。単位：%
JIS C 8960
太陽高度 solarelevation,solar altitude 水平面と太陽像中心とのなす角度。 JIS C 8960
太陽スペクトル
（太陽放射スペクトル）
solar spectrum 太陽エネルギーの波長に対する分布。 JIS C 8960
太陽定数
（たいようていすう）
（たいようじょうすう）
solar constant
地球が太陽からの平均距離にあるとき，地球大気の上端
において太陽光線に直角な単位面積が単位時間に受ける
太陽エネルギーの量
JIS C 8960
傾斜面日射強度
（傾斜面全天日射量， 斜面日射量）
total solar irradiance,
total irradiance
水平面に対して傾いた面での日射強度。傾斜面直達日射
強度，傾斜面散乱日射強度，並びに地上及び地物からの
反射光による日射強度の和である。測定には，傾斜面に
平行に設置した全天日射計を使用する。単位：W･m−2
JIS C 8960
散乱日射 diffuse solar radiation
太陽光線が大気を通過する間に，空気分子，雲，エアロ
ゾル粒子などによって散乱される結果生じる日射。
JIS C 8960
散乱日射強度
（散乱日射量，拡散日射量，天空日射
量）
diffuse solar irradiance,
diffuse irradiance
散乱日射による日射強度。通常は水平面での日射強度を
指すが，これを明示する必要があるときには，水平面散
乱日射強度という。測定には，遮蔽環又は遮蔽板を付け
た全天日射計を使用する。単位：W･m−2
JIS C 8960
積算照射量 irradiation
ある一定期間（1 時間，1 日，1 週間，1か月，1 年な
ど）の放射照度の積分値。単位などは“日射量”（340）を
参照
JIS C 8960
 全天日射 global solar radiation 直達日射と散乱日射とを合わせた日射。 JIS C 8960
全天日射強度（全天日射量）
global solar irradiance,global
irradiance
水平面での全天日射による日射強度。水平面直達日射強
度と水平面散乱日射強度との和である。測定には，全天
日射計を使用する。単位：W･m−2
JIS C 8960
 直達日射 direct solar radiation 太陽から地表に直接到達する日射。 JIS C 8960
直達日射強度（直達日射量）
direct solar irradiance, direct
irradiance
直達日射による日射強度。通常は太陽光線に垂直な入射
面での日射強度を指すが，これを明示する必要があると
きには，法線面直達日射強度という。測定には，直達日
射計を使用する。“直達日射計”の定義（394）に示すよう
に，測定値には，太陽の周辺光成分も含む。単位：W･m
−2
JIS C 8960
日射強度（日射量） irradiance,   solar irradiance
表面の単位面積当たりに，単位時間に，太陽から入射す
る放射エネルギー。“直達”，“散乱”，“全天”，“傾斜面”及
び“アレイ面”の接頭語を付けて使用する。主として，太
陽光を利用するシステムで用いる。量記号：G 単位  ：
W･m−2
JIS C 8960
日射量（積算日射量）
irradiation,
solar irradiation
ある一定期間（1 時間，1 日，1 週間，1か月，1 年な
ど）の日射強度の積分値。日射強度と同様に，“直達 ”，“
散乱 ”，
“全天”，“傾斜面”及び“アレイ面”の接頭語を付けて使用す
る。必要に応じて“日積算”，“年積算”などの接頭語を付
ける（例えば，日積算全天日射量）。主としてシステム
で用いる。量記号：H 単位  ：J･m−2（又は Wh･m−2）
JIS C 8960
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用語 英語 定義 出典
放射照度 irradiance
表面の単位面積当たりに，単位時間に，太陽又は人工光
源から入射する放射エネルギー。量記号：G 単位  ：W･
m−2
JIS C 8960
基準状態（標準試験条件）
standard test conditions
(STC)
太陽電池セル・モジュールの特性を測定するときの基準
として用いる，次の全てを満足する状態。a)セル温度
25  ℃b)分光分布  基準太陽光c)放射照度（日射強度）  1
000 W･m−2
JIS C 8960
 基準太陽光（標準太陽光）
referencesolarradiation,
standard sunlight
太陽電池セル・モジュールの出力特性を共通の条件で表
現するために，放射照度及び分光放射照度分布を規定し
た，仮想の太陽光。この基準太陽光の分光放射照度分布
を，太陽電池セル・モジュールの出力特性測定の基準と
して用いる。
JIS C 8960
基準太陽電池セル
（レファレンスセル，基準セル，標準
太陽電池）
reference cell
太陽電池セル・モジュールの測定に当たって，測定用光
源の放射照度を基準光換算で決定するために使用する太
陽電池セル。被測定セル・モジュールと相対的に同じ分
光感度をもつ。基準太陽電池セルは，原則として，被測
定太陽電池と同一基板・同一条件で製造した一群のうち
から選定する。セル温度の制御及び受光面保護のため
に，指定の容器に取り付け，測定方法で規定した基準太
陽光によって短絡電流の校正を行う。基準太陽電池セル
は，その校正方法によって，一次基準太陽電池セルと二
次基準太陽電池セルとに分類する。
JIS C 8960
基準太陽電池モジュール
reference photovoltaic
module
太陽電池モジュールを比較測定するときに，基準として
用いる同種類又は分光感度が類似の太陽電池モジュー
ル。ソーラシミュレータの放射照度を，基準太陽光換算
で決定するために使用する。
JIS C 8960
傾斜角 tilt angle
太陽電池モジュール又は太陽電池アレイを設置すると
き，水平面（地面）となす角度
JIS C 8960
スペクトル合致度 spectralcoincidence
　ある波長帯でのスペクトルの合致度。次の式で表す。
∫∫−jijid)(d)(OSλλλλλλλλEEM ＝jiここに，
Mi−j  ：λi∼λjの波長帯でのスペクトル合致度λ：光の
波長（nm）ES  ：波長λでの基準太陽光の分光放射照度
（W･m−2･nm−1）EO  ：波長λでのソーラシミュレー
タの分光放射照度（W･m−2･nm−1）
JIS C 8960
スペクトルミスマッチ誤差
spectral response mismatch
error
基準太陽電池セルを用いて被測定太陽電池セルの出力特
性を測定するときに，基準太陽電池セルと被測定太陽電
池セルとの間での相対分光感度のずれ，及び基準太陽光
と測定光源との分光放射照度分布のずれが原因で生じる
測定誤差。
JIS C 8960
積分放射照度
integratedspectralirradiance,
integrated irradiance
分光放射照度をある特定の波長範囲で連続して積分して
得た放射照度。波長範囲を示さなければならない。波長
区間の明示がない積分放射照度は，いわば全波長範囲又
はそれにほとんど等しい範囲における放射照度である。
したがって，放射源の含有するスペクトル範囲に正しく
感応する放射計（日射の場合は日射計）の測定値を積分
放射照度と呼ぶこともあり，単に放射照度ということも
ある。単位：W･m−2
JIS C 8960
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用語 英語 定義 出典
分光放射照度 spectral irradiance
多数の波長成分を含有する放射照度のうちの特定の波長
成分だけを分離して示す，波長幅（Δλ）当たりの放射
照度。面積及び波長幅の単位の取り方によってW･m−2･
μm−1，W･m−2･nm−1などを用いる。 波長の関数と
してプロットしたものを分光 放 射 照 度 分 布 （
spectral irradiance distribution）という。量記号：Nλ
（又は Eλ）単位  ：W･m−2･μm−1        （又は W･m
−2･nm−1）（Δλを明示し，W･m−2で表すこともあ
る。）
JIS C 8960
絶対放射計 absolute radiometer
放射計を構成する要素の物理定数が既知であり，物理法
則に基づいて放射エネルギーの絶対量を直接測定又は計
算を用いて求めることができる放射計。物理定数には，
例えば，エレメントの熱容量，温度係数，熱伝導率，比
熱，密度，吸収面の分光吸収特性などがある。
JIS C 8960
全天日射計 pyranometer
水平面の全天日射強度，又はある所定の角度で傾けた入
射面での，地上からの反射光も含んだ傾斜面日射強度を
測定するための放射計。日射計
JIS C 8960
ソーラシミュレータ
（人工光源、人工太陽光源）
solar simulator
試験目的に応じて要求される放射照度，均一性，及びス
ペクトル合致度を満足する，太陽電池などへの照射光
源。太陽電池の特性試験，信頼性試験などを屋内で行う
ために使用する。装置の構成は，光源としてキセノン，
ハロゲン又はメタルハライドランプを用い，エアマス値
補正フィルタ及びインテグレータレンズ系から成る
JIS C 8960
直達日射計
（垂直入射放射照度計）
pyrheliometer,   normal
incidencepyrheliometer
(NIP)
太陽面の視半径に近い開口角をもつ筒の底部に，筒と垂
直な面をもつ受感部を付け，筒口を通して入射する法線
面直達日射強度を測る日射計。 測定技術上の理由で，筒
の開口部は太陽視半径よりもある程度大きいため，測定
値には太陽周辺光も含む。世界気象機関（WMO）で
は，直達日射計の開口角が 4°未満であることを規定し
ている。
JIS C 8960
分光放射照度計
（スペクトロラジオメータ）
spectroradiometer
波長の関数としての放射照度分布を測定するための装
置。
JIS C 8960
放射計 radiometer
標準ランプ又は絶対放射計で校正した，熱電対又は熱電
堆を用いた，波長依存性がない熱形計測器。
JIS C 8960
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付録 2 本論文で作成した基準太陽光スペクトル 
 
 
 
 
波長
λ（nm)
波長幅
Δλ(nm)
放射照度
Eλ
（W/㎡・nm）
累積放射照度
Eλ・Δλ
（W/㎡・nm）
波長
λ（nm)
波長幅
Δλ(nm)
放射照度
Eλ
（W/㎡・nm）
累積放射照度
Eλ・Δλ
（W/㎡・nm）
波長
λ（nm)
波長幅
Δλ(nm)
放射照度
Eλ
（W/㎡・nm）
累積放射照度
Eλ・Δλ
（W/㎡・nm）
300 5 0.001 0.006 525 5 1.669 243.882 750 5 1.305 573.499
305 5 0.017 0.093 530 5 1.633 252.048 755 5 1.309 580.046
310 5 0.054 0.362 535 5 1.643 260.261 760 5 0.281 581.452
315 5 0.144 1.083 540 5 1.568 268.098 765 5 0.725 585.079
320 5 0.217 2.168 545 5 1.632 276.258 770 5 1.227 591.215
325 5 0.295 3.643 550 5 1.628 284.399 775 5 1.245 597.438
330 5 0.498 6.135 555 5 1.653 292.664 780 5 1.230 603.590
335 5 0.490 8.587 560 5 1.559 300.457 790 10 1.154 615.125
340 5 0.531 11.239 565 5 1.607 308.493 800 10 1.134 626.465
345 5 0.485 13.665 570 5 1.567 316.326 850 50 0.945 673.710
350 5 0.558 16.456 575 5 1.562 324.138 900 50 0.785 712.965
355 5 0.646 19.688 580 5 1.588 332.078 950 50 0.156 720.750
360 5 0.632 22.850 585 5 1.620 340.180 1,000 50 0.778 759.625
365 5 0.659 26.147 590 5 1.450 347.427 1,050 50 0.692 794.230
370 5 0.798 30.139 595 5 1.513 354.992 1,100 50 0.514 819.915
375 5 0.623 33.255 600 5 1.560 362.791 1,150 50 0.129 826.345
380 5 0.741 36.959 605 5 1.575 370.666 1,200 50 0.474 850.045
385 5 0.712 40.520 610 5 1.553 378.429 1,250 50 0.483 874.205
390 5 0.843 44.734 615 5 1.554 386.199 1,300 50 0.373 892.875
395 5 0.854 49.004 620 5 1.558 393.991 1,350 50 0.017 893.725
400 5 1.178 54.894 625 5 1.483 401.406 1,400 50 0.000 893.725
405 5 1.217 60.979 630 5 1.472 408.767 1,450 50 0.029 895.170
410 5 1.109 66.522 635 5 1.529 416.411 1,500 50 0.265 908.420
415 5 1.296 73.002 640 5 1.516 423.992 1,550 50 0.285 922.690
420 5 1.188 78.940 645 5 1.540 431.693 1,600 50 0.252 935.275
425 5 1.320 85.542 650 5 1.437 438.880 1,650 50 0.238 947.185
430 5 0.925 90.166 655 5 1.427 446.016 1,700 50 0.211 957.745
435 5 1.317 96.749 660 5 1.479 453.413 1,750 50 0.175 966.505
440 5 1.427 103.885 665 5 1.503 460.928 1,800 50 0.034 968.185
445 5 1.546 111.614 670 5 1.501 468.433 1,850 50 0.000 968.185
450 5 1.649 119.858 675 5 1.476 475.812 1,900 50 0.000 968.185
455 5 1.610 127.907 680 5 1.477 483.197 1,950 50 0.018 969.070
460 5 1.617 135.991 685 5 1.454 490.465 2,000 50 0.040 971.085
465 5 1.623 144.105 690 5 1.250 496.714 2,050 50 0.072 974.675
470 5 1.594 152.076 695 5 1.344 503.436 2,100 50 0.091 979.230
475 5 1.711 160.632 700 5 1.356 510.215 2,150 50 0.090 983.705
480 5 1.711 169.187 705 5 1.397 517.201 2,200 50 0.075 987.470
485 5 1.658 177.478 710 5 1.393 524.166 2,250 50 0.076 991.270
490 5 1.715 186.055 715 5 1.331 530.820 2,300 50 0.062 994.380
495 5 1.743 194.770 720 5 1.042 536.030 2,350 50 0.044 996.575
500 5 1.634 202.939 725 5 1.098 541.517 2,400 50 0.047 998.910
505 5 1.653 211.205 730 5 1.193 547.483 2,450 50 0.014 999.630
510 5 1.637 219.389 735 5 1.288 553.921 2,500 50 0.007 1,000.000
515 5 1.619 227.485 740 5 1.289 560.368
520 5 1.611 235.540 745 5 1.321 566.975
